
規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）

番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

１．グリーンイノベーション分野

①

市街化調整区域における風力発電機
付随設備に係る設置許可の柔軟化

再生可能エネルギー導入の重要性に鑑み、風力発電機に付随する管理施設及
び変電設備を設置する施設である建築物であれば、市街化調整区域における
都市計画法に基づく開発許可は不要である旨明確化する。

平成23年度中措置 国土交通省 開発許可制度の技術的助言である「開発許可制度運用指針」（平成１３年５月２日付け国総民第
９号）を改正（平成２３年９月２８日付け）し、風力発電機の付属施設である管理施設及び変電設
備を設置する施設である建築物については、主として当該付属施設の建築を目的とした行為で
ないため、それ自体としては開発許可を要しない旨を明確にした。

②

小水力に係る従属発電に関する許可
手続の見直し

農業用水の水路など既許可水利権の許可水量の範囲内での従属発電設備の
設置に係る水利使用許可については、河川の流量への影響が尐ないことから、
手続の簡素化や標準処理期間の遵守の徹底等の手続の見直しを図る。

平成23年度中措置 国土交通省 手続の簡素化及び標準処理期間について、「総合特別区域法」（平成23年8月1日施行）にて対
応済み。
また、「総合特別区域法の施行について（河川法の特例等関係）」（平成23年8月29日水管理・国
土保全局長通知）にて、標準処理期間１ヶ月を目安とすることを河川管理者等関係者に周知を
実施済み。

③

ダム水路主任技術者の取扱いの見直
し

ダムを有する大規模水力発電所等と比較して、公衆や第三者に対するリスクが
小さいと考えられる小水力発電所については、一定の条件の下、外部の有資格
者をダム水路主任技術者に選任すること（いわゆる派遣）を可能とする。

平成23年度中検討・
措置

経済産業省 「主任技術者制度の解釈及び運用（内規）」を改正し、ダム水路主任技術者についても、電気主
任技術者と同様に、自家用電気工作物については外部委託が可能となるように、内規改正作業
中。平成23年度中に公布・施行予定。

＜ 残された課題 ＞
「主任技術者制度の解釈及び運用（内規）」の改正作業。

④

緑化地域等における太陽光発電設備
導入に係る取扱いの明確化

都市緑地法に基づく緑化地域等において、太陽光発電の導入促進を図るため
にも、太陽光発電設備を設置する建築物について市町村の判断で緑化率の義
務付けの適用を除外することが可能であることを周知する。

平成23年度中措置 国土交通省 「平成23年度 全国都市公園・緑化・緑地保全主管課長会議資料」として配布し、周知した（平成
23年7月）。

⑤

都市公園における地域冷暖房施設の
取扱いの明確化

既存の都市公園の地下に地域冷暖房施設を設ける場合にあっては、公園管理
者（地方公共団体）と協議の上で、立体都市公園制度の活用に伴う当該都市公
園の区域の変更により、地上部に煙突や冷却塔を設けることが可能である旨、
周知する。

平成23年度中措置 国土交通省 「平成23年度 全国都市公園・緑化・緑地保全主管課長会議資料」として配布し、周知した（平成
23年7月）。

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

36 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

下水熱、海水熱、地下水熱等を利用した熱供給を行う際に必要となる手続や
ルールを明確化・簡素化する。

平成23年度中措置 （農林水産省）
事業者の利便性に配慮し、平成23年９月に「漁港区域に風力発電施設を設置する場合の占用
等の許可基準等の参考指針」（平成23年９月１日付け23水港第1538号水産庁長官通知）を策
定・公表した。
また、本件に関し内閣府が行うフォローアップに協力していく。

（経済産業省）
平成２３年５月に、経済産業省は、国土交通省、環境省、自治体、事業者の参画の下、「まちづく
りと一体となった熱エネルギーの有効利用に関する研究会」を設置し、同8月、地区・街区レベル
における熱の有効利用や、河川熱・下水熱・地下水熱等の未利用エネルギー熱の利用促進に関
する制度整備に関する論点・検討の方向性を提言。

（国土交通省）
・下水熱の利用に係る標準下水道条例改正及びガイドライン策定について、平成２３年度中の措
置に向け、現在民間事業者や地方公共団体との調整中である。
・海水熱を利用した熱供給を行う際に必要となる手続きやルールを明確化するため、現状調査を
実施。

（環境省）
地中熱を利用した熱供給システムに関し、導入時、運転時の留意点、地盤環境への影響防止の
ために必要なモニタリング方法等について、有識者からなるクールシティ推進事業「地中熱等利
用型」検討会で検討し、平成２３年度末を目途にガイドラインを取りまとめる予定である。

（国土交通省）
【海水熱を利用した熱供給に関する進んだ取組】 現状の把
握
【海水熱を利用した熱供給に関する残された課題】 手続き
やルールを明確化する具体的な内容の検討

河川水の熱利用のための水利使用許可手続における審査方法等について、上
記の結果や民間事業者等からの要望等を踏まえ、見直しを検討し、結論を得
る。

平成23年度中検討・
結論

（国土交通省）
資源エネルギー庁に平成２３年５月に設置された「まちづくりと一体となった熱エネルギーの有効
利用に関する研究会」における検討結果等を踏まえ、平成２３年度中に、河川水熱利用に係る
通達の見直しを検討し、結論を得る。

また、これらの手続やルールの検討に当たっては、関係省庁（国土交通省、環
境省、経済産業省、農林水産省）が連携し、事業者の利便性にも配慮したものと
する。その際、内閣府がフォローアップ主体となって進捗管理を行う。

平成23年度中措置 （農林水産省）
上段参照

（経済産業省）
上段参照

（環境省）
経済産業省が立ち上げた熱エネルギーの有効利用に関する研究会に参画し、連携を図ってい
る。

⑦

潜熱回収型給湯器ドレン排水処理に
関する行政手続の統一化

自治体が潜熱回収型給湯器ドレン排水の雤水管への排出を認める条例を制定
する際の判断材料として、水質や公衆衛生の観点からガイドラインを策定する。

平成23年度中措置 国土交通省 ガイドライン策定について、平成２３年度中の措置に向け、現在関係業界団体や地方公共団体と
の調整中である。

⑧

温室効果ガス排出量に関する報告の
一元化・統一化

事業者負担の軽減に向けて、エネルギーの使用の合理化に関する法律、地球
温暖化対策の推進に関する法律、自治体の条例に係る報告様式等の整合性
が図られるよう、自治体へ働きかけを行う。

平成23年度中措置 経済産業省、
環境省

（経済産業省、環境省）
自治体に対して、温室効果ガス排出量等の報告に関して条例の制定又は改正を行う際には、事
業者負担に配慮し、エネルギーの使用の合理化に関する法律、地球温暖化対策の推進に関す
る法律との整合性に留意いただくよう、経済産業省及び環境省から自治体に対し、会議や面談
の場で要請文を発出した。

太陽光発電設備について、道路構造及び交通の安全に与える影響を勘案し、
道路占用許可対象物件への追加を検討し、結論を得る。

平成23年度中検討・
結論

道路構造又は交通の安全に与える影響を勘案し、占用許可対象物件への追加の可否を検討中
であり、平成23年度中に結論を得る。

電気自動車のための充電機器の道路占用の設置事例を紹介するなど、道路区
域内に設置可能対象物件であることを各道路管理者へ周知徹底を図る。

平成23年度中措置 電気自動車のための充電機器の道路占用の設置事例を調査中であり、平成23年度中に設置事
例と併せ、道路区域内に設置可能対象物件であることを各道路管理者へ周知徹底を図る。

内閣府、農林
水産省、経済
産業省、国土
交通省、環境
省

下水熱・河川熱等の未利用エネル
ギーの活用ルールの整備

⑥

国土交通省道路への設置許可対象の範囲拡大

⑨

37 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

⑩

電気自動車の急速充電器の設置に係
る電力契約の規制の緩和

総合資源エネルギー調査会電気事業分科会（制度環境小委員会）等において、
電気自動車に係る急速充電器については、設置により契約種別が低圧から高
圧に変更される場合や他の事業者が設置する場合には、新たな契約に際して
追加的に発生する費用の負担の在り方・安全性の確保に配慮しつつ、同一敷
地内において「複数の需給契約」が対応可能となるよう必要な見直しを行う。そ
の上で、一般電気事業者に対して早期対応を促し、あわせて、その旨を国民に
広く周知する。

平成23年度中結論、
結論を得次第措置

経済産業省 現在、同一敷地内における複数契約を可能とするに当たって、追加的に必要となる引き込み線
の費用負担の在り方、約款上の規定について、電気事業法上における制度的対応を含め検討
中。なお、実施に当たっては、広く国民から意見を募る観点から、パブリックコメントに付し、平成
23年度内に結論付ける予定。

⑪

需要家による再生可能エネルギーの
選択肢拡大に向けた部分供給取引の
明確化

需要家側からの再生可能エネルギーの選択肢の拡大を通じ、再生可能エネル
ギーの普及を促進し、あわせて、電力市場における公正かつ有効な競争を促
進する観点から、経済産業省と公正取引委員会により定められた「適正な電力
取引についての指針」における部分供給の概念で、同一敷地内において、一般
電気事業者とグリーンPPSの両者を活用したグリーン電力の利用が可能である
旨を総合資源エネルギー調査会電気事業分科会（市場監視小委員会）等にお
いて明らかにし、国民に広く周知する。

平成23年度中措置 公正取引委員
会、経済産業
省

（公正取引委員会、経済産業省）
国民から広く意見を伺うため、部分供給の取扱いを明確化するための資料についてパブリックコ
メントを実施した上で、国民に広く周知を行うため、経済産業省ＨＰへの掲載を平成23年度中に
実施する。

⑫

マンション高圧一括受電サービスの普
及促進に向けた規制の見直し、高圧
一括受電サービス普及促進に係る電
気事業法に基づく「主任技術者制度の
解釈及び運用（内規）」の見直し

電気主任技術者の外部委託制度について、平成21年度の制度改正後の保安
確保の定着状況等に係る調査を実施し、当該調査結果を踏まえ、マンション高
圧一括受電サービスにおける点検の在り方について検討する。

平成23年度中調査
開始、調査データを
収集次第検討

経済産業省 平成23年度中に平成21年度の制度改正後の保安確保の定着状況等に係る調査を開始し、調査
データを収集し、検討しているところ。「主任技術者制度の解釈及び運用（内規）」を改正し、高圧
一括受電するマンションの保安管理を外部委託により行う場合の住居部分の点検の頻度を一般
電気工作物と同程度にするようにする予定。平成23年度中に公布・施行予定。

＜ 残された課題 ＞
「主任技術者制度の解釈及び運用（内規）」の改正作業。

⑬

家庭用電気料金メニューの拡充 総合資源エネルギー調査会電気事業分科会（制度環境小委員会）等において、
需要家の省CO2化等を推進していく観点から、一般電気事業者に対して、料金
メニューの変更が可能な旨を周知し、電気自動車やスマートメーターも含めて需
要家のニーズに柔軟に対応する観点から、新たな料金メニューの検討を促す。
あわせて、その旨を国民に広く周知する。

平成23年度中措置 経済産業省 スマートメーターやこれを活用にした柔軟な電気料金については、「エネルギー需給安定行動計
画」（平成23年11月エネルギー・環境会議）において、スマートメーターも活用した柔軟な料金メ
ニューの拡充や契約電力の引下げ等の取組を維持・拡大する方針が示され、また、第３回電気
料金制度・運用の見直しに係る有識者会議（平成23年12月）において、「各電力会社が、季節別
料金の供給約款メニュー化や選択約款における時間帯別料金の多様化、三段階料金の見直し
等について検討を進めていくことが適当」と議論がされており、各電力会社に対しても検討を促し
ている。

⑭

低圧託送料金制度の創設 総合資源エネルギー調査会電気事業分科会（制度環境小委員会）等において、
特定規模電気事業者又は特定電気事業者による再生可能エネルギーの導入
円滑化の観点から、低圧も含めた託送について検討し、結論を得た上で速やか
に措置する。

平成23年度中検討・
結論、結論を得次第
再生可能エネルギー
の買取制度の導入と
併せて措置

経済産業省 特定規模電気事業者、特定電気事業者が調達する電源について、発電側が低圧、需要側が高
圧以上となるケースでは一般電気事業者のネットワーク利用（託送）が可能となるよう、託送供給
約款、電気事業法上における制度的対応も含め検討中。なお、実施に当たっては、広く国民から
意見を募る観点から、パブリックコメントに付す予定。

⑮

ガス導管事業の用に供する導管の道
路占用許可

省エネ・省CO2化に資する天然ガス供給拡大のためのガスパイプラインの敷設
円滑化という公共性の高さ及び政策的課題の実現の観点から、経済産業省及
び国土交通省は、事業者によるパイプラインの設置計画等を関係道路管理者
に情報提供することにとどまることなく、両省が協議の上、道路占用許可が円滑
に取得できるよう検討し、結論を得る。その上で、国土交通省は関係道路管理
者に対して、当該事務の取扱いを通知するとともに、本通知が道路管理者にお
いて周知徹底されるよう取り組むこととする。

平成23年度中検討・
結論・措置

経済産業省、
国土交通省

（経済産業省）
円滑な道路占用許可が行えるための方策について、現在、国土交通省と協議・検討中である。
協議、検討結果を踏まえ、国土交通省から関係道路管理者に対して事務の取扱いについて通
知するとともに、当該通知が道路管理者において周知徹底されるよう、平成２３年度中に措置を
講ずることとしている。

（国土交通省）
円滑に道路占用許可が受けられるための方策を現在、経済産業省と検討中であり、平成23年度
中に結論を得る。
その上で、道路管理者に対して当該事務の取扱いを通知するとともに、本通知が道路管理者に
おいて周知徹底されるよう取り組む。

⑯

行政によるガス工事・通信工事跡の受
託復旧費用の抑制

道路管理者が自ら道路の占用に関する工事（ガス工事・通信工事跡等）を行う
際には、その費用負担について工事の落札状況に応じた適正な額となるよう留
意する旨を平成20年３月に各道路管理者へ周知しているところ、当該通知以
降、取扱いが適正に行われているかについて各道路管理者への調査を実施
し、実態把握を行う。その上で、不適切な取扱いがなされている場合には速や
かに改善策を講じる。

平成23年度中措置 国土交通省 平成20年3月の通知以降に道路管理者が自ら道路の占用に関する工事を行った場合の費用負
担について調査したところ、事後精算を行っていない事例が散見されたため、当該通知の趣旨
の理解を促すため、平成23年7月27日付けで、各道路管理者あて再度周知を行った。

38 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

⑰

ガス事業託送約款料金算定規則にお
ける減価償却費算定方法の緩和

ガス供給網の敷設促進及び低廉な託送料金水準による需要家利益の拡大を
図る観点から、一般ガス事業者が供給区域外で行うガス導管事業について、運
用の実態を踏まえた上で、ガス導管事業者と同様に託送料金の算定に財務会
計上採用している減価償却とは別の託送料金算定方法（30年の適用等）を適用
することが可能かどうか検討し、結論を得た上で、速やかに措置する。

平成23年度中検討・
結論、結論を得次第
措置

経済産業省 ガス事業者のうち区域外導管を所有している者に対して、運用実態を確認し、区域外導管に関
する減価償却費の償却年数について検討を行った。その結果、通常の託送供給料金算定と同
様に、法人税法の定めによる減価償却年数（１３年）とした場合には、供用開始後の数年間の託
送料金が高額になると見込まれること、また、当該措置を行うことにより当該事業者の投資回収
期間が長期化しても規制需要家への悪影響が回避できることについて、客観的・合理的に説明
可能であれば、財務会計上用いている耐用年数とは異なる期間を採用して算定することは可能
であるとの結論に至った。

しかしながら、区域外導管を所有する全てのガス事業者が本措置を望んでいるものではないこ
とから、要望したガス事業者に対し、省令改正による対応ではなくガス事業法第２２条第３項ただ
し書きによる特例承認により対応する旨の考え方を示したところ、当省の考え方に納得してい
る。

⑱

準工業地域におけるバイオガスの製
造の適用除外

下水処理場を所有する地方公共団体の公共性の高さ及び省エネ・省CO2化に
資する政策的課題の実現の観点から、製造工程が消化ガスに含まれる不純物
除去等であり、高度な製造技術を要しない下水処理場等で発生のバイオガスに
ついて、建築基準法施行令の適用除外・技術的指針の明示等により、立地を容
易にする方向で検討し、結論を得た上で、速やかに措置する。

平成23年度中検討・
結論・措置

国土交通省 下水処理場におけるバイオガス製造について特定行政庁や関係省庁からのヒアリング等の実
態調査を実施しているところ。その結果を踏まえ、下水処理場内のバイオガス製造工場の立地
を容易にする方向で検討し、結論を得た上で、速やかに措置する。

○河川
＜河川縦断時の埋設許可要件・河川区域内での防護装置＞
河川近傍における占用施設の安全性確保の観点も踏まえ、河川の一部を縦断
する占用に対して、どのような社会的な要請があるかを明らかにして、河川の規
模や状況等に応じた、治水上問題とならない縦断占用の要件等を明確化する
方向で検討し、結論を得る。

平成22年度検討開
始、平成23年度中結
論

河川の縦断占用に関するニーズ調査を実施するとともに治水上問題とならない要件を検討中。

また、河川区域内での防護装置についても、二重構造と同程度の安全性を有す
る一重構造が実用可能かについて技術的な調査を実施する。

平成22年度検討開
始、平成23年度中結
論

二重構造と同程度の安全性を有する一重構造が実用可能かについて、文献調査を実施中。

○道路
＜港湾施設としての道路＞
社会インフラの整備に係る港湾施設としての道路の占用許可要件について、国
土交通省は、港湾管理者が行っている事務についての実態調査を行い、道路
法の取扱い（義務的占用）を参考とし、占用条件の明確化が可能となる方向で
検討し、結論を得る。その上で、関係港湾管理者に対して、当該事務の取扱い
を通知する。

平成22年度検討開
始、平成23年度中結
論・措置

「港湾法第37条第１項の占用許可等に係る事務処理について」（平成23年5月6日付 国港総第
67号）にて、港湾管理者に対して当該事務の取扱いを通知済である。

＜高速道路の占用許可要件＞
高速道路については、道路法に基づく義務的占用の対象であり、許可基準（手
続・技術的基準）も一般道路等と同様の取扱いとなることについて関係道路管
理者に対して、周知する。

平成23年度中措置 高速道路におけるガスパイプラインの取扱いは一般道路等と同様の取扱いとなることについ
て、平成23年度中に関係道路管理者に対して周知する。

○公共用地等
＜公共用地等における占用許可要件＞
社会インフラの整備に係る都市公園の占用許可要件等について、手続の円滑
化を図る観点から、公益的事業に係る施設による都市公園の公益性等を考慮
した占用許可の考え方を公園管理者（地方公共団体）に周知する。

平成23年度中措置 「平成23年度 全国都市公園・緑化・緑地保全主管課長会議資料」として配布し、周知した（平成
23年7月）。

⑳

廃棄物処理施設に係る建築基準法第
51条の適用除外

焼却や埋立てを伴わないリサイクル施設の活動実態、周辺環境への影響につ
いて調査を行い、その結果を踏まえ、立地について都市計画が関与する必要
がなく、通常の工場と同等のものであるものについては、工場設置と同等の規
制とする方向で検討し、結論を得た上で速やかに措置する。

平成23年度中検討・
結論・措置

国土交通省 焼却や埋立てを伴わないリサイクル施設について処理工程や騒音等の周辺環境への影響等に
ついて実態把握のための調査を実施しているところ。その結果を踏まえ、都市計画が関与する
必要がないかどうかについて関係部局と検討を行い、結論を得た上で、速やかに措置する。

⑲

ガスパイプラインのインフラ整備に資
する占用許可要件等の柔軟化・明確
化

国土交通省

39 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

２．ライフイノベーション分野

国民皆保険制度を守ることを前提として、以下を行う。
① 医療法人と他の法人の役職員を兼務して問題ないと考えられる範囲の明確
化を図る。

平成23年度措置 医療法人と他の法人の役職員を兼務して問題ないと考えられる範囲の明確化について、社会保
障審議会医療部会において議論を行っており、平成２３年度中に措置する予定。

② 医療法人が他の医療法人に融資又は与信を行うことを認めることの必要性
について検討する。

平成23年度検討、結
論

 医療法人が他の医療法人に融資又は与信を行うことを認めることの必要性については、社会
保障審議会医療部会において議論を行っており、平成２３年度中に結論を得る予定。

③ 法人種別の異なる場合も含めた医療法人の合併に関するルールの明確化
や、医療法人が合併する場合の手続の迅速化について検討する。

平成23年度検討、結
論

法人種別の異なる場合も含めた医療法人の合併に関するルールの明確化や、医療法人が合併
する場合の手続の迅速化については、社会保障審議会医療部会において議論を行っており、平
成２３年度中に結論を得る予定。

②

医師不足解消のための教育規制改革 基礎医学研究者を含む医師不足や養成数の地域偏在といった現状認識を踏ま
え、医学部やメディカルスクールの新設も含め検討し、中長期的な医師養成の
計画を策定する。

平成23年度措置 文部科学省、
厚生労働省

（文部科学省）
基礎医学研究者を含む医師不足や養成数の地域偏在といった現状認識を踏まえ、医学部やメ
ディカルスクールの新設も含め検討し、とりまとめた論点整理について、国民の意見募集を実
施。
医療提供体制の見直しの議論等の社会保障改革の動向を踏まえて検討を進めていく必要があ
る。

（厚生労働省）
基礎医学研究者を含む医師不足や養成数の地域偏在といった現状認識を踏まえ、医学部やメ
ディカルスクールの新設も含め検討し、とりまとめた論点整理について、国民の意見募集を実
施。
医療提供体制の見直しの議論等の社会保障改革の動向を踏まえて検討を進めている。

（文部科学省）
基礎医学研究者を含む医師不足や養成数の地域偏在と
いった現状認識を踏まえ、医学部やメディカルスクールの新
設も含め検討し、とりまとめた論点整理について、国民の意
見募集を実施。
医療提供体制の見直しの議論等の社会保障改革の動向を
踏まえて検討を進めていく必要がある。

誰にでも起こりうる医療行為による有害事象に対する補償を医療の受益者であ
る社会全体が薄く広く負担をするため、保険診療全般を対象とする無過失補償
制度の課題等を整理し、検討を開始する。

平成23年度検討開
始

(厚生労働省）
平成２３年８月に「医療の質の向上に資する無過失補償制度等のあり方に関する検討会」を立ち
上げ、検討を開始した。

（法務省）
厚生労働省において行われている上記検討会に参加している。

また、同制度により補償を受けた際の免責制度の課題等を整理し、検討を開始
する。

平成23年度検討開
始

（法務省）
同上

④

希尐疾病用医療機器の市場導入促進
に向けた制度の整備

希尐疾病用医療機器については、患者のベネフィットとリスクのバランスを勘案
し、申請から承認までの期間のうち行政側として審査に要する期間を１年以内と
すべく、国内外の安全性データと有効性データ（非臨床、臨床、文献）を基に承
認審査を行うことについて検討する。

平成23年度検討、平
成24年度措置

厚生労働省 国内外の安全性データと有効性データ（非臨床、臨床、文献）を基に承認審査を行うことについ
て、国内外の情報を収集しつつ、平成24年度に措置することを目標に、現在検討しているところ
である。

⑤

医療機器の改良改善に係る一部変更
承認申請不要範囲の拡大

医療機器における改良改善については、承認書の記載が求められる事項につ
いて、一部変更承認を不要とし、軽微変更届の提出にて手続が完結する、若し
くは届出が不要となる範囲の更なる明確化を検討することにより、実質的な範
囲の拡大を図る。あわせて、軽微変更届による変更の適正な実行を担保すると
ともに、類似品目で共通の変更がある場合の合理的な運用について検討する。

平成23年度検討、結
論

厚生労働省 一部変更承認申請及び軽微変更届を要する範囲のより一層の明確化に向けた検討として、医
療機器業界からの意見聴取を実施しているところ。その結果を踏まえ、当該範囲のあり方につい
て検討し、結論を得る予定。

⑥

医療機器における品目ごとのＱＭＳ調
査制度の見直し

企業側及び調査側双方の負担を軽減するため、医療機器における品目ごとの
ＱＭＳ調査の中で、調査手法や提出資料の見直し及び、ＰＭＤＡ、都道府県、登
録認証機関といった複数の調査機関の調査結果の相互活用など調査の改善を
図る。

平成23年度措置 厚生労働省 平成22年10月１日に、企業の負担軽減を考慮して、QMS調査の改善を検討するために、医療
機器の業界団体との間でWGを設置した。

その検討結果を踏まえ、品目ごとのQMS調査の改善、調査権者間の調査結果の相互活用等、
より適切なQMS調査が行えるように、平成23年４月１日付及び平成23年５月30日付で通知等を
発出し、運用の改善を図ったところ。

QMS調査制度については、厚生科学審議会医薬品等制
度改正検討部会において検討をいただき、平成24年１月24
日に同検討部会の報告書（「薬事法等制度改正についての
とりまとめ」）が公表されたところ。

⑦

医薬品・医療機器におけるイノベー
ションの適切な評価の実施

診療報酬点数や保険医療材料の償還価格については、平成24年度の診療報
酬改定においても、関係学会の要望や、業界との対話、価格調査等を踏まえ、
引き続き細分化や機能区分の適正化について検討を行う。

平成23年度検討、結
論

厚生労働省 保険医療材料の償還価格の在り方について、平成２３年９月２８日の中央社会保険医療協議会
保険医療材料専門部会において、医薬品の償還価格については、平成２３年８月２４日の中央
社会保険医療協議会薬価専門部会において関係業界との意見交換を行った。

平成２４年度診療報酬改定に向けて薬価制度および材料価
格制度のあり方について検討中。

③

①

医療行為の無過失補償制度の導入 厚生労働省、
法務省

厚生労働省医療法人の再生支援・合併における
諸規制の見直し

40 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

介護保険施設等の施設・入居系サービスと居宅系サービスの在り方について、
介護保険施設等の機能の現状と、「ケア付き住宅」の最近の動向を踏まえ、諸
外国の例も含めて調査研究する。

平成23年度中検討
開始

（厚生労働省）
平成23年度老人保健健康増進等事業を活用し、左記の内容について調査研究を行っているとこ
ろ。

高齢者専用住宅等については、保証されるサービスが不明確になっているの
で、「ケア付き住宅」を、常時ケアが提供される体制のもの、あるいは、24時間常
駐・見守りのある体制のものと、そうでないものについて整理する。

平成23年度中措置 （厚生労働省、国土交通省）
高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律（平成23年法律第32号）の施
行により、従来の高齢者専用賃貸住宅制度等を廃止し、尐なくとも日中は職員の常駐により、ま
た、職員が常駐しない時間帯は緊急時通報システムにより状況把握サービス及び生活相談
サービスを提供する「サービス付き高齢者向け住宅制度」を創設。（平成23年4月28日公布、同
年10月20日施行）

居宅サービス事業所を統合運営できるように人員基準を緩和し、基幹の施設
サービスや居宅介護サービスに附帯して、単体では人員基準を満たさない場合
でも、介護保険サービスとして提供可能とすることについて検討し、結論を得
る。

平成23年度中検討・
結論

平成23年６月に成立した介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法
律（法律第７２号）により、小規模多機能型居宅介護と訪問看護など複数の居宅サービスや地域
密着型サービスを組み合わせて提供する複合型サービスを創設したところ。（平成24年４月１日
施行）
複合型サービスの具体的な人員配置基準、報酬については、現在、平成24年度介護報酬改定
に向けて検討しているところ。

小規模多機能型居宅介護の地域密着型４施設併設で認められている職員の行
き来（兼務）や、施設・設備の兼用などを、適正な範囲でその他のサービスに拡
大することについて検討し、結論を得る。

平成23年度中検討・
結論

⑩

特別養護老人ホームの医療体制の改
善

特別養護老人ホーム等の医務室は医療法上の診療所であり、その構造等が全
ての被保険者に対して開放されている等必要な要件を満たす場合には、保険
医療機関として指定を行うことが可能であるとの解釈の周知徹底を図る。

平成23年度中措置 厚生労働省 特別養護老人ホーム等の医務室についても、必要な要件を満たす場合は保険医療機関として
指定を行うことが可能であるとの解釈の周知の方法について検討中。

⑪

介護保険の指定を受けた事業所の活
用

設備資源をいかすため、「デイサービス」の終了後に学童児童の延長学童とし
て利用するなど、適切な目的で介護保険サービス指定事業所を活用することは
可能であることを周知徹底する。

平成23年度中措置 厚生労働省 左記の内容を平成23年度中に周知する予定。

⑫

給付限度額を超えて利用する場合の
利用者負担の見直し

通常の月とは異なる緊急時サービス、あるいは、事業所特定加算等一定の加
算の取扱いなど限度額については、利用者間の公平や財源を配意しつつ、社
会保障審議会介護給付費分科会における次期介護報酬改定の検討過程で検
討し、結論を得る。

平成23年度中検討・
結論、結論を得次第
措置

厚生労働省 社会保障審議会介護給付費分科会における平成24年度介護報酬改定の議論の結果、訪問看
護の特別管理加算及び緊急時訪問看護加算を区分支給限度基準額の算定対象から除外する
見直しを行うとの審議報告が12月７日にとりまとめられた。
現在、平成24年度介護報酬改定に向けて当該審議報告に基づいた具体的な改定案について検
討中。

⑬

「介護サービス情報の公表」制度の見
直し

介護サービス情報公表制度を見直し、調査の義務付けを廃止するなど、事務の
軽減を図り、手数料によらずに運営できる新しい情報公表の仕組みを構築す
る。

平成23年度中措置 厚生労働省 必要と認めるときに調査を行うことができるなどの旨を盛り込んだ「介護サービスの基盤強化の
ための介護保険法等の一部を改正する法律」が平成２３年通常国会において可決成立し、平成
２４年４月１日に施行される。

⑭

訪問介護など居宅サービスにおける
運営基準等の解釈の標準化

各サービスにおける法解釈に係る判断基準の明確化を図り、標準化に取り組
む。

平成23年度中措置 厚生労働省 運営基準等の解釈の標準化のため、自治体の指導監督担当職員の研修（平成23年度は10月）
を実施した。また、平成２４年度介護報酬改定に向けて、解釈通知の改正を予定している。

⑮

障害者自立支援法の移動支援事業
（地域生活支援事業）を居宅介護事業
者が行う際の人員要件の見直し

移動支援の在り方に関する議論を踏まえつつ、居宅介護事業所のサービス提
供責任者が居宅介護等のサービス提供時間内に移動支援事業に従事すること
を可能とする方向で検討し、結論を得る。

平成23年度中検討・
結論、結論を得次第
措置

厚生労働省 現在、平成２４年度報酬改定に向けた「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」において、
サービス提供責任者の配置基準の見直し検討を行っているところであり、当該検討と既定事項
である居宅介護事業所のサービス提供責任者の移動支援の時間内従事は密接不可分の関係
にあることから、検討チームにおける検討と並行して検討・結論、結論得次第措置することとして
いる。

⑧

施設・入所系サービスの再編

⑨

居宅サービス事業所における統合
サービスの運営

厚生労働省

厚生労働省、
国土交通省
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番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

⑯

障害者の雇用・就労促進のための多
様な働き方の支援策の強化

雇用・就労を促進するため、多様な働き方を支援する環境整備を行うための方
策について検討し、結論を得る。

平成23年度中検討、
平成24年度中を目途
に結論

内閣府、厚生
労働省

（内閣府）
平成２３年８月に障害者基本法を改正し、それに基づく障害者基本計画を平成２４年中目途で策
定予定。その計画中に、労働及び雇用の分野における施策の基本的方向を記述するとともに、
当該基本計画に基づき、障害者政策委員会が施策の実施状況を監視していく予定。

（厚生労働省）
・障害者の雇用促進を図るため、企業に対する雇用率達成指導を実施するとともに、障害者に
対して障害特性に応じたきめ細かな就労支援を行うため、ハローワークを中心に「チーム支援」
の実施や、「障害者就業・生活支援センター」の拡充などに取り組んでいる。
また、在宅就業する障害者を支援するため、平成２３年度は、事業主及び地方自治体に対する
リーフレット配布等により在宅就業支援制度の周知・啓発に取り組んでいるほか、平成２４年度
予算案に、在宅就業障害者に対する受注拡大等に資する取組や職業講習等を積極的に実施す
る団体等の活動を支援するため、その費用に対する助成を盛り込んでいる。

・障害者の職業能力開発の促進を図るため、個々の障害者の特性にきめ細やかに対応しつつ、
障害者職業能力開発施設で職業訓練を実施するほか、事業主等を活用した障害者の態様に応
じた多様な委託訓練を実施している。

⑰

安心こども基金の補助対象範囲の拡
大等

各自治体における待機児童解消に向けた取組が更に進むよう、安心こども基
金の助成対象、事業内容、補助基準等の在り方について、保育サービスの質
の確保に留意しつつ検討し、結論を得る。

平成23年度中検討・
結論

厚生労働省 平成２２年１１月にとりまとめた「待機児童解消「先取り」プロジェクト」に基づき、安心こども基金
においても、保育所緊急整備等の補助率の嵩上げ要件の緩和や土地借料補助等の事業につ
いても新たに実施することとした。

また、平成２３年度予算において必要な予算を確保し、子育て支援交付金において児童福祉
施設最低基準を満たした認可外保育施設の運営費補助など新たな取組を行った。

これらの事業を着実に実施することにより、待機児童の解消を図るための「子ども・子育てビ
ジョン」の目標の達成に努める。

⑱

放課後児童クラブの開所時間の延長 放課後児童クラブの開所時間の延長等、地域の実情や保護者の就労状況に即
した放課後児童クラブの促進について、平成23年度より実施する。

平成23年度措置 厚生労働省 地域の実情や保護者の就労状況に即した開所時間の延長を促進するため、平成23年度予算に
おいて、開所時間の延長にかかる国庫補助の充実を図った。平成24年度予算案においても、引
き続き計上。
→18時を超えて開設する放課後児童クラブの割合が増加【51.9%（平成22年）→55.4%（平成23
年）】

⑲

駅中保育施設整備に係る規制緩和 既存の駅舎に保育所などの子育て施設を増築する工事の円滑化に向け、構造
耐力規定を柔軟に見直すことを検討し、結論を得る。

平成22年度検討開
始、できるだけ早期
に結論

国土交通省 既存不適格建築物の増築等の円滑化に向けた構造関係規定の合理化等について、平成23年5
月1日に建築基準法施行令の一部を改正する政令（平成23年政令第46号）及び関連の告示
（※）を施行し、構造耐力上の安全が確かめられれば鉄筋コンクリート造等の柱の小径基準等の
仕様規定を適用しないこととしたところ。

※ 鉄筋コンクリート造の柱に取り付けるはりの構造耐力上の安全性を確かめるための構造計算
の基準を定める件（平成23年国土交通省告示第432号）、鉄筋コンクリート造の柱の構造耐力上
の安全性を確かめるための構造計算の基準を定める件（平成23年国土交通省告示第433号）

３．農林・地域活性化分野

①

ＥＵ諸国からの牛、羊、ヤギ由来のレ
ンネットの輸入禁止の解除

ＥＵ諸国からの牛、羊、ヤギ由来のレンネットの輸入禁止について、解除に向け
検討し結論を得る。

平成23年度中検討・
結論

厚生労働省 レンネットに関する海外の規制や製造方法、流通実態等を調査した上で、平成23年12月９日に
輸入禁止の解除の方針について、薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会伝達性海綿状脳症対
策部会で専門家から意見を聴き、ＥＵ内での規制の状況等について追加調査が必要との指摘を
受けたので、今後速やかに調査を行った上で、再度検討を行う。

②

稼働中の産業遺産の世界遺産への登
録

稼働中の産業遺産の世界遺産登録に関して、関係府省会議や有識者会議の
設置を含め、関係府省が一体となって検討を行うとともに、関係府省は、現行の
文化財保護法に基づく保全方策以外の方策について速やかに検討を開始し、
できる限り早期に結論を得る。

平成22年度中に検
討を開始し、平成23
年度中できる限り早
期に結論

内閣官房、文
部科学省、経
済産業省、国
土交通省

（内閣官房、文部科学省、経済産業省、国土交通省）
平成23年３月７日、内閣官房に「産業遺産の世界遺産登録等に係る関係省庁連絡会議」を設置
し、関係省庁の連携のもとに、稼働中の産業遺産の保護管理の在り方等について検討を開始。
９月15日に同連絡会議幹事会を開催し、九州・山口の地元地方公共団体等からのヒアリングを
行った。また11月に内閣官房では関連する国際会議（ＩＣＯＭＯＳ総会）が開催されたパリに職員
を派遣し、産業遺産に詳しい外国人専門家から保護管理の在り方等について意見聴取を行っ
た。今後、関係省庁や関係自治体との協議を踏まえつつ、平成２３年度中の結論を目指す。

（内閣官房、文部科学省、経済産業省、国土交通省）
文化財保護法の保全方策以外の方策の在り方について、
海外専門家の意見を踏まえ、内閣官房が具体的提案を行
い、関係省庁と協議の上、年度内の取りまとめに向け調整
を進める。
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③

かやぶき屋根等木造建築物に関する
建築基準法の緩和

日本の伝統構法を用いたかやぶき屋根等木造建築物の文化的価値を継承し、
地域活性化を図る観点から、建築基準法第22条に基づき特定行政庁が指定す
る区域内の建築物の屋根の構造及び区域の指定の在り方等について検討し結
論を得た上で、地方公共団体に技術的助言（ガイドライン）を発出する。

平成23年度検討・結
論・措置

国土交通省 特定行政庁における建築基準法第２２条に基づく指定に係る実態等の確認を行い、指定の在り
方等について検討をしているところ。

河川護岸の整備や人道橋の設置にお
ける仕組みの整備等

地域の魅力をいかした観光振興の観点から、河川景観の形成・保全と治水上必
要な諸基準との関係を定めた国土交通省「河川景観の形成と保全の考え方」
（平成18年10月）及び「中小河川に関する河道計画の技術基準」（平成22年８
月）に沿って良好な河川景観の整備が進むよう、これらの周知徹底を図るととも
に、河川空間の景観や利用快適度を評価し、護岸、人道橋等の施設の整備・管
理にフィードバックする仕組みを検討する。

平成23年度検討開
始

（国土交通省）
担当者会議等において、国土交通省「河川景観の形成と保全の考え方」（平成18年10月）及び
「中小河川に関する河道計画の技術基準」（平成22年８月）の周知徹底を図るとともに、河川空
間の景観や利用快適度の評価手法について検討を進めているところ。

また海岸景観に関しても、「海岸景観形成ガイドライン」に基づく取組が適切に
行われるよう、併せて周知徹底を図る。

平成23年度措置 （農林水産省、国土交通省）
当該ガイドラインについて、海岸部局のＨＰに掲載を行い、一層の周知・徹底を図った(平成23年
11月掲載)。

（農林水産省、国土交通省）
ＨＰ掲載の他、今後とも海岸担当者会議等において「海岸景
観形成ガイドライン」に基づく取組が適切に行われるよう、さ
らなる周知に努めることとしている。

⑤

着地型観光に即した各種業規制の見
直し－旅行業法 第３種旅行業者の適
用除外等－

着地型観光の高まる中、地域自らが主催する募集型企画旅行に関して、一定
の条件の下に、旅行業法 第３種旅行業者の適用除外や第４種として新たなカテ
ゴリーを創設するなど、消費者保護の観点も踏まえつつ、地域のリソースを使い
やすくする方策について、検討し、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

国土交通省 消費者保護の観点も踏まえつつ、地域のリソースを使いやすくする方策について検討し、平成23
年度中には結論を得ることとしている。

酒類の卸売業免許の要件緩和 酒税の保全上問題を生じさせないことを前提として、地域資源（農産物等）を原
料とした酒類の販売を行う事業者について、酒類やその営業方法等、一定の条
件を満たす場合には卸売業免許取得に係る年間販売基準数量の弾力的な運
用を行うことを検討し、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

地域資源（農産物等）を原料とした酒類の販売を行う場合における卸売業免許取得に係る年間
販売基準数量については、酒類業界の現状を踏まえた上で、酒税の保全に与える影響等に留
意しつつ、弾力化する方向で検討を行っているところであり、平成23年度中に結論を得る。

酒類卸売業への新規参入に関するニーズを踏まえた上で、需給調整要件を緩
和（免許枠の拡大、新たな免許区分の設定等）し、人的要件、場所的要件、経
営基礎要件の具備が確認され、酒税の保全上、問題がないと認められる場合
には、免許の付与について弾力的運用を講じることを検討し、結論を得る。

 また、申請手続に関しても、免許枠に係る透明性の確保、提出書類の簡素化
等を図ることを検討し、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

酒類卸売業免許については、新規参入に関するニーズや酒税の保全に与える影響等を把握す
るため、事業者や団体からのヒアリング等を実施中であり、その結果を踏まえつつ、需給調整要
件については、免許枠の拡大や新たな免許区分の設定を念頭に、平成23年度中に結論を得る
べく検討を行っているところ。
 また、申請手続に関しても、免許枠に係る透明性の確保、提出書類の簡素化等を図る方向で検
討を行っているところであり、平成23年度中に結論を得る。

⑦

道路使用許可等の弾力的運用及び申
請手続の簡素化

歩道・車道空間を活用した地域の各種イベントを開催する場合、道路使用及び
占有許可が取得しやすくなるよう、既に発出済みの道路使用許可及び占用許
可の取扱いに係る通知等や道路占用許可に係る申請書の様式の統一化につ
いて、改めて周知徹底を行うとともに、申請手続の簡素化及び一層の弾力的運
用を図ることについて、検討し、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

国土交通省、
警察庁

（国土交通省）
地域の各種イベントを開催する場合の道路占用許可が円滑に行われるよう、申請手続きの簡素
化及び一層の弾力的運用について検討中であり、平成23年度中に結論を得る。

（警察庁）
道路において各種イベント等を実施する際の道路使用許可の手続について、「イベント等に伴う
道路使用許可の適正な取扱いについて」（平成23年４月28日付け警察庁丁規発第75号）を発出
し、これまで発出した通達等の周知を図るとともに、「イベント等に伴う道路使用許可に係る申請
手続の簡素化及び一層の弾力化について」（平成23年７月４日付け警察庁丁規発第102号）を発
出し、申請手続の簡素化及び一層の弾力化を図るための措置を講じた。

④

⑥

財務省

国土交通省、
農林水産省

43 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

⑧

アーケードに添架する装飾等の運用
の緩和

各種イベントの装飾等をアーケードに適切に添架できるよう、添架期間や方法
等に応じた許可の範囲について検討し、技術的助言（ガイドライン）を発出する。

平成23年度検討・結
論・措置

国土交通省、
総務省、警察
庁

（国土交通省）
事業者や特定行政庁にアーケードに添架する装飾等の実態についてヒアリングを実施。それら
の結果を踏まえつつ、建築基準法第44条に関する技術的助言の内容および発出方法について
検討をしているところ。

（総務省）
関係省庁においてアーケードに係る許可に関する取扱いについて検討中であり、消防庁として
は、当該検討の結果を踏まえて、各消防本部に通知等により周知を図る予定である。

（警察庁）
イベント等に伴うアーケードへの装飾については、道路使用許可が必要となる場合があるが、道
路使用許可の手続について、「イベント等に伴う道路使用許可に係る申請手続の簡素化及び一
層の弾力化について」（平成23年７月４日付け警察庁丁規発第102号）を発出し、申請手続の簡
素化及び一層の弾力化を図るための措置を講じた。

⑨

商店街振興組合の活性化 商店街においては、近年、経営者の高齢化、後継者難等により店舗を第三者に
賃貸し商店街振興に携わる事例が増えていることから、このような不動産賃貸
を行う事業者も定款で組合員資格を付与すれば組合活動に参加できることを周
知する。

平成23年度措置 経済産業省 ○ 平成２３年３月、不動産賃貸を行う事業者も商店街振興組合の活動に参加したいと要望して
いる商店街振興組合を訪問し、定款で組合員資格を付与すれば組合活動に参加できる旨を説
明した。
○ 全国商店街振興組合連合会が毎年度、全国４７の都道府県商店街振興組合連合会に対し
て、全国商店街振興組合連合会主催で説明会（平成２３年度は７月２６日～２７日に開催）を開
催。平成２３年４月８日付けで閣議決定された商店街振興組合法に係る規制・制度改革の内容を
説明するとともに、不動産賃貸を行う事業者も定款で組合員資格を付与すれば組合活動に参加
できる旨を周知した。

商店街振興組合の数は全国商店街振興組合連合会の調査
では2,354組合あるため（平成２２年３月３１日現在）、今後も
引き続き説明会やホームページ、広報誌等で周知を行って
いくこととする。

⑩

中心市街地活性化基本計画における
計画期間の緩和

中心市街地活性化基本計画に関する都市再開発法による市街地再開発事業
の認定事業については、事業が長期にわたるものが多い実態に鑑み、当初か
ら５年を超える期間にて策定されている場合、当初計画と再認定計画の間に隙
間が生じないよう、円滑に再認定を行うことについて、検討し、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

内閣府 平成23年7月22日に中心市街地活性化基本計画の認定自治体に対し、「認定中心市街地活性
化基本計画の期間終了後の取り扱いについて」を送付し、当初計画と連続して新たな計画の認
定を受ける場合の留意点について周知した。

中心市街地活性化基本計画認定申請マニュアルを改正し、
当初計画と連続して新たな計画の認定を受ける場合の留意
点について追記した。

⑪

大規模集客施設の郊外立地抑制につ
いて

平成18年の「まちづくり３法」の改正等が大規模集客施設の立地に与えた影響
や、自治体による農地転用許可が大規模集客施設の立地に与えた影響など、
大規模集客施設の立地動向に係る全国的な実態調査を行い、調査結果を公表
する。

平成23年度措置 国土交通省 大規模集客施設の立地動向に係る全国的な実態調査を行っているところ。

⑫

観光目的の船舶（20ｔ以上）の検査及
び設備の設置要件の緩和

20ｔ以上の遊覧船や屋形舟において、航行区域が平水区域に限定される場合
には、船舶の安全性への影響を考慮しつつ、検査及び設備の設置要件の緩和
について、検討し、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

国土交通省 船舶の不具合データ等を解析し、安全性を確保しつつ、緩和可能な措置を年度内に特定する予
定。

⑬

旅客船事業における航路申請に係る
届出範囲の拡大

平水区域内を航行する遊覧船や屋形舟に係る航路申請において、一定区域内
における航路変更に柔軟に対応できるゾーン管理の仕組みを取り入れるなど、
弾力的運用の在り方について、検討する。

平成23年度検討開
始

国土交通省 許可に当たっての安全審査を行う現場部署との間で、ゾーン管理の仕組みを導入した場合の具
体的審査方法等につき、検討中。

湾内、港内等の一定の限られた水域における安全航行の
担保のため、安全審査に当たっての航路障害物、輻輳海域
の航行、岸壁の使用調整等について、具体的な担保方等を
検討の必要あり。遊覧船事業者等関係者との調整が必要。

44 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

⑭

コミュニティを支える中小企業の資金
調達の多様化

地域住民の有する貯蓄を域内で直接的に活用し、商店街等を中心とする地域
コミュニティを支える中小企業の資金調達の多様化を図ることにも資するよう株
式会社等として社債を発行する場合の金融商品取引法上の位置付けについて
明確化を図り、周知する。

平成23年度措置 金融庁 企業が社債を発行する場合の金融商品取引法上の位置づけを平成24年３月までに金融庁ウェ
ブサイトに公表し、明確化する予定。

⑮

大気汚染及び水質汚濁の原因となり
得る特定工場の立地段階に必要とな
る手続の迅速化

グローバル競争が激化する現下の状況を踏まえ、60日の審査期間を短縮する
措置を実施するよう地方公共団体に周知するとともに、事業者との相談体制の
整備や都道府県での審査事例の収集・展開など、地方公共団体が迅速な対応
を行えるよう必要な方策を講じる。

平成23年度措置 環境省 大気汚染防止法及び水質汚濁防止法で定められた施設の設置・構造変更等に係る届出の審査
に当たって地方公共団体から照会が多い事例や、地方公共団体における審査期間短縮に資す
る取組等の収集・整理を実施しているところ。とりまとめた事例集等を地方公共団体へ情報提供
すると共に、これを参考として審査期間の短縮を図るよう通知等により平成24年3月頃周知する
予定。

⑯

工場の建て替え時に必要となる緑地
面積率規定の在り方

国内工場の空洞化が一層深刻化する現下の状況を踏まえ、建て替え阻害の要
因となりうる、飛び緑地や壁面緑地及び屋上緑地に対する面積算入範囲の拡
大、緑化のための植栽規定の見直し、地方自治体に「地域準則」を積極的に活
用させる方策等、緑地面積率規定の在り方について検討し、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

経済産業省 平成２３年１～４月に工場立地法検討小委員会を開催し、その結果を受け、工場立地法施行規
則（省令）の改正により、植栽規定の面積や木の本数の要件を撤廃、小規模な緑化を推進して
いる事例を適正に評価できる仕組みの導入などを行った。

また、地域準則を積極的に活用させる方策として、地域準則等を定める際の自由度の拡大（緑
地面積率の下限を５％拡大等）や新たな区域区分を追加し、自治体が実際の土地利用のあり方
に応じた地域準則の割合を決定できるよう告示の改正により措置した。

さらに、緑地として認められる屋上緑地等の重複緑地の算入率を、自治体の判断で緑地面積
の２５％から５０％の間で設定できるよう告示の改正により措置した。
（平成２３年９月３０日改正）

⑰

地域のコンビナートにおいて協業を進
める上で障害となる規制の見直し

近隣の事業所間を埋設配管以外の配管で接続する場合、万一の事故時に延
焼防止を図るとともに安全かつ適切な消防活動ができるように空地を設けて設
置する必要があるが、配管経路や配管の構造によっては、省エネ効果の低減
等、課題が生じる場合もあると考えられる。事業所間を接続する配管のうち、当
該事業所内の部分については、事業所ごとの実態に合わせて、万一の事故時
に延焼防止に有効でありかつ消防活動が安全かつ適切に実施できる措置がと
られていることについて事業所が検証し市町村長等が適切であると確認した場
合には、必要な空地を減ずることができる（空地を不要とすることを含む。）旨を
通知により明らかにするとともに、その具体的な方策について例示する。

平成23年度措置 総務省 地上に設置された移送取扱所の配管の空地について、万一の事故時に延焼防止に有効であり
かつ消防活動が安全かつ適切に実施できる措置がとられていることについて事業所が検証し市
町村長等が適切であると確認した場合には、必要な空地を減ずることができる旨を年内に通知
する予定。また、この際に空地を減ずることができる具体的な方策として、水密構造で両端を閉
塞した防護構造物、危険物の流出拡散を防止することができる防火上有効な塀等の工作物を周
囲の状況に応じて保安上有効に設置した場合を例示する予定。

ＰＰＰ/ＰＦＩ制度の積極的な活用 ＰＦＩ制度の一層の活用を図る観点から、以下について検討し、結論を得る。
① ＳＰＣの株式の譲渡

平成22年度検討・平
成23年度結論

SPCの株式の譲渡については、平成２２年度に委託調査により関係者からのヒアリング等を実
施し、平成２３年度は改正ＰＦＩ法との整合を図りつつ、検討を行っているところ。

関係者の意見のヒアリングを踏まえ、今後、ガイドラインの
改正等に反映する。

② 公物管理権の民間への部分開放 平成23年度措置

③ 公務員の民間への出向の円滑化 平成23年度措置

⑲

中国人訪日査証の要件等の見直し 国際観光客誘致のため、中国人についての査証の発給要件など、訪日査証の
在り方について、検討する。

平成23年度措置 外務省 平成23年９月１日より「中国人訪日観光ビザ」について，さらなる緩和を実施した。今回の緩和
で，これまでの発給要件の「一定の職業上の地位及び経済力を有する者」から，「一定の職業上
の地位」を除き，「一定の経済力を有する者」とし，滞在期間はこれまでの１５日のみであったが、
旅行日程に応じて15日もしくは３０日とした。当該緩和措置は，平成22年７月から平成23年６月ま
での施行期間レビューを踏まえて決定したものである。

また，平成23年７月には沖縄を訪問する中国人観光客に対する数次査証の発給が開始され
た。本件査証は沖縄を訪問する中国人観光客及びその家族を対象に発給され，有効期間は３年
間であり，一度の渡航で最大９０日間日本に滞在することができる。発給開始から平成23年１１
月末日までに７２０３件発給されている。

「中国人訪日観光ビザ」に対する緩和措置はまだ実施からさ
ほど期間が経過していないことから，今後状況を注視しつ
つ，必要な見直しを行う。

また，沖縄を訪問する中国人観光客に対する数次査証に
ついても，発給開始から一年間の運用状況のレビューを行
い，必要な見直しを行っていく。

⑳

国際線の入国時の税関検査の簡素化 入国時の一連の税関検査に関して、申請書提出の有無や旅券提示の有無を含
め、諸外国の対応状況を調査した上で、改めて、当該税関検査の合理性につ
いて検証し、結果を公表する。

平成23年度措置 財務省 諸外国における旅券、税関申告書の提出の有無や検査体制等についての調査結果をとりまと
めつつ、検証を進めている。

⑱

内閣府

第177回通常国会において、公共施設等運営権の導入、公務員の派遣等についての配慮規定
等を盛り込んだＰＦＩ法改正法が成立し、６月１日に公布された。

23年６月１日にＰＦＩ法改正法が公布された（11月30日施
行）。

45 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

４．アジア経済戦略、金融等分野

  ４－１．人材分野

①

インターナショナル・スクールに関する
制度の改善

各種学校の設置認可の弾力的な取扱いを促すよう措置を講じる。 平成23年度措置 文部科学省 外国人学校について、学校経営の安定や我が国に在住する外国人の子どもの適切な就学等を
図るため、平成２３年９月１６日に「外国人学校の各種学校設置・準学校法人設立の認可等に関
する調査研究委員会」を設置し、各種学校の設置認可・準学校法人の設立認可等に関する実態
と課題等に係る調査を行ったところであり、委員会における検討を踏まえ、インターナショナルス
クールの各種学校設置認可の弾力的な扱いを促進するため、平成23年度中に都道府県に対し
て通知する等、措置を講じる。

②

高度外国人材が両親を帯同させること
ができる制度の整備

在留資格「家族滞在」の対象にするなど配偶者・子供に加え、高度外国人材本
人あるいは配偶者の両親を含め、帯同させることができるようにすることについ
て検討し、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

法務省、厚生
労働省

（法務省）
ポイント制を通じた高度人材に対する出入国管理上の優遇制度の検討の中で経産省，厚労省
等と検討を行い，平成23年12月28日に検討結果を公表したところ。（報道発表資料：
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri06_00020.html）

（厚生労働省）
現在、法務省を中心に、ポイント制を通じた高度人材に対する出入国管理上の優遇制度の中で
検討中。

（法務省）
できるだけ早期に本制度を開始できるよう，近日中に法務
省告示案に関するパブリック・コメントを実施し，その後所要
の手続を経て公布する予定。

③

海外大学新卒者への在留資格認定証
明書交付手続の迅速化

海外の大学を卒業する外国人学生についても、卒業見込証明書の提出で、在
留資格認定証明書の交付審査を開始し、その他の要件が満たされていれば、
卒業証明書の提出をもって在留資格認定証明書を発行することについて検討
し、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

法務省 検討中

④

「パッケージ型インフラの海外展開」に
対応した、在留資格「研修」の見直し

パッケージ型インフラの海外展開のために、現地のパートナー企業から人材を
受け入れる企業により行われる研修が適正かつ円滑に実施できるよう関係省
庁間で協議の上、「非実務研修」の範囲を具体的に例示し、公表する。

平成23年度措置 法務省、厚生
労働省

（法務省）
検討中

（厚生労働省）
現在、法務省を中心に検討中。

⑤

我が国の介護福祉士の国家資格を取
得した外国人が就労可能となる制度
の整備

ＥＰＡに基づき受け入れた外国人介護福祉士の就労状況や、この分野が国内人
材の重点的な雇用創出分野と位置付けられていることも踏まえながら、ＥＰＡに
基づく介護福祉士候補者以外の外国人が、我が国の大学等を卒業する等によ
り、我が国の介護福祉士資格を取得した場合、介護福祉士として我が国で就労
できるように在留資格を新たに創設することについてその可否を含め検討す
る。

逐次検討 法務省、厚生
労働省

（法務省）
EPAに基づくインドネシア人及びフィリピン人看護師・介護福祉士候補者の滞在期間延長につい
て，「人の移動に関する検討グループ」での検討結果を踏まえ，平成23年３月11日の閣議決定
（「経済連携協定（ＥＰＡ）に基づくインドネシア人及びフィリピン人看護師・介護福祉士候補者の
滞在期間の延長について」）により，平成20年及び平成21年に入国した候補者について，外交的
配慮の観点から，特例的に再度の受験機会を得させるものとして，一定の条件の下，滞在期間
の延長を１年に限り，認めることが決定されたところである。

（厚生労働省）
EPAに基づくインドネシア人及びフィリピン人看護師・介護福祉士候補者の滞在期間延長につい
て、「人の移動に関する検討グループ」での検討結果を踏まえ、平成23年３月11日の閣議決定
（「経済連携協定（ＥＰＡ）に基づくインドネシア人及びフィリピン人看護師・介護福祉士候補者の
滞在期間の延長について」）により、平成20年及び平成21年に入国した候補者について、外交的
配慮の観点から、特例的に再度の受験機会を得させるものとして、一定の条件の下、滞在期間
の延長を１年に限り、認めることが決定されたところ。
介護分野における外国人の受入れについては，ＥＰＡで受入れた外国人介護福祉士の就労状
況や，この分野が国内人材の重点的な雇用創出分野と位置付けられていることも踏まえなが
ら，我が国の大学等を卒業し，介護福祉士等の一定の国家資格を取得した外国人の受入れの
可否について逐次検討する。

（法務省）
介護分野における外国人の受入れについては，ＥＰＡで受
入れた外国人介護福祉士の就労状況や，この分野が国内
人材の重点的な雇用創出分野と位置付けられていることも
踏まえながら，我が国の大学等を卒業し，介護福祉士等の
一定の国家資格を取得した外国人の受入れの可否につい
て逐次検討する。

⑥

在留資格「投資・経営」の基準の明確
化

２名以上の外国人が共同で起業し、他に従業員がいない状況で、それぞれ役
員に就任しようとする場合、当該外国人全員に在留資格「投資・経営」が付与で
きるような案件を具体的に例示し、公表する。

平成23年度措置 法務省、厚生
労働省

（法務省）
検討中

（厚生労働省）
現在、法務省を中心に検討中。

⑦

査証の発給要件の見直し等 時代の状況や査証発給実務の実態を踏まえ、発給要件の見直し、一部の査証
発給に要する期間の適正化及び相談窓口対応の向上など、査証発給を円滑化
することについて検討し、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

外務省 査証発給体制の強化（査証ＷＡＮシステムの整備）により，円滑な査証発給に努めている。ま
た，特に訪日観光客数の多い中国においては，例えば，在中国大使館では中国人団体査証の
標準処理日数を５日から３日に短縮するなど，申請から査証発給までの期間短縮を実施してい
る。

引き続き在外公館と緊密に情報を交換し，査証発給業務の
一層の効率化に努める。

46 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

４－２．物流・運輸分野

①

リターナブルパレット等の関税免除手
続の改善

リターナブルパレット等反復利用される容器について、環境面及び企業のコスト
削減に資することから、普及に向け、輸出入時の免税手続についてより簡素化
させる。具体的には、全ての種類に対してリターナブルパレットを一欄にまとめ
て申告する方法、提出書類の簡素化、提出書類の重複を防ぐための税関同士
の情報の共有化と連携強化等につき、関連事業者の意見を踏まえ、検討し、結
論を得る。

平成23年度検討・結
論

財務省 リターナブルパレット等に係る関税免除手続を簡素化等するための施策について、関連事業者
からの意見も踏まえつつ、平成23年度中に検討の結果、結論を得る。

特例輸入者が特例申告を利用する場合の財務上の担保要件の緩和について、
適正な租税債権確保の観点も踏まえつつ、検討し結論を得る。

平成23年度検討・結
論

財務省 特例輸入者が特例申告を利用する場合の財務上の担保要件の緩和については、関税・外国為
替等審議会関税分科会企画部会の下に設けられた貿易円滑化ワーキンググループにおける議
論を踏まえ、適正な租税債権確保の観点も踏まえつつ、平成23年度中に検討の結果、結論を得
る。

アメリカ、ＥＵ等の各セキュリティ対策（24時間ルール、10+2ルール等）が、我が
国のＡＥＯ事業者について緩和されるよう、関係省庁間で適宜連携し、交渉を継
続する。

逐次実施 財務省、経済
産業省、外務
省

（財務省、経済産業省）
我が国のＡＥＯ事業者に対するアメリカ、ＥＵ等の各セキュリティ対策（24 時間ルール、10+2 ルー
ル等）の適用緩和については、日米経済調和対話などの2国間協議の機会を利用して協議を
行っている。

審査・判定基準及び運用の標準化・統一化・透明化について、税関ごとの対応
が異なることにより利用者の利便性が損なわれることがないよう、より一層周知
徹底する。

平成23年度措置 財務省 審査・判定基準及び運用の標準化・統一化・透明化については、平成23年９月に認定事業者管
理官会議、同年11月に各税関のAEO担当者を対象に専門研修を開催し、統一的な対応が確保
されるよう、周知徹底を実施済み。

実施後の効果及び問題点について注視している。

③

営業区域外における通関業務の取扱
いの緩和

営業区域外における通関業務を行いやすくするための施策（例えば、輸出通関
に係る保税搬入原則の見直し後において、輸出申告後に船積港が変更された
場合に、許可を受けている区域内と許可を受けていない区域内の手続につい
て、「同一人から依頼を受けた通関業務その他税関官署に対する手続で相互に
関連するもの（通関業法第９条ただし書）」として認める範囲の拡大や、通関業
者が新たな区域に進出しようとする場合の手続の更なる簡素化等）につき検討
し、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

財務省 輸出通関における保税搬入原則の見直し後の営業区域外における通関業務を行いやすくする
ための施策（例えば、輸出申告後に船積港が変更された場合に、許可を受けている区域内と許
可を受けていない区域内の手続について、「同一人から依頼を受けた通関業務その他税関官署
に対する手続で相互に関連するもの（通関業法第9条ただし書）」として認める範囲の拡大等）に
ついては、関連事業者からの意見も踏まえつつ、平成23年度中に結論を得るべく検討中。

国際競争力を強化するＥＰＡ税率の利用を促進するため、以下の点について原
産地証明制度を改善する。
① 現行体制下での事務合理化による原産地証明書発給の迅速化策につい
て、所要の措置を講じる。

平成23年度措置 システム改修や業務フローの改善を実施し、平成２３年７月から発給件数の多いタイ、インドネシ
アを除くアジア諸国向けの証明書発給期間を、１泊２日以内に迅速化した。以後、その他の諸国
向けにも順次拡大した結果、１２月１日以降は全てのＥＰＡ締約国向け証明書の発給期間を１泊
２日以内に迅速化した。

② 原産地証明書システムの利便性の向上を図るため、平成22年度補正予算
による「原産地証明書情報の電子的提供事業」の運用を進めるとともに、協定・
交渉相手国との交渉・調整状況を踏まえて、更なる電子化の方策について検討
する。あわせて、同様の利便性の向上を見込むことができる認定輸出者自己証
明制度の導入を拡大していく。

平成23年度検討 特定原産地証明書システムの利便性の向上のため、原産地証明制度改革検討会における産業
界等との議論も踏まえ、当面は平成２２年度補正予算による「原産地証明書情報の電子的提供
事業」を実施し、電子化に係る実証事業を進める。また、認定輸出者自己証明制度については、
スイスに続き、メキシコ、ペルーとの協定において導入に合意したところであり、今後も導入拡大
に向けて努力していく。

③ 更新時の登記簿の提出の省略を認めるなど、更新時の手続につき、より負
担の尐ない方法を検討し、所要の措置を講じる。

平成23年度措置 従前、企業登録の更新時には履歴事項全部証明書の提出が必要だったところ、平成２３年９月１
日以降は、登録企業の和文社名、代表者、住所に変更がない場合は、現在事項全部証明書（原
本）又は有価証券報告書（写し）でも可能とし、負担軽減を実現した。

⑤

45フィートコンテナ運送に係る環境整
備

 45フィートコンテナ用車両を40フィートコンテナ用車両と同等の通行条件とする
緩和措置につき、全国展開に向けて構造改革特別区域における安全面等の検
証を開始する。

平成23年度検討開
始

国土交通省 構造改革特別区域「みやぎ４５フィートコンテナ物流特区」においては、特区における特例措置に
より通行する４５フィートコンテナ用車両が平成２３年９月５日より実走行を開始した。国土交通省
においては、当該車両の通行の安全面等の検証を実施する。構造改革特別区域推進本部評
価・調査委員会においては、平成２５年度に特区における特例措置の在り方について評価する
予定。

経済産業省経済連携協定に基づく特定原産地証
明制度の利便性の向上

②

認定事業者（ＡＥＯ）制度の改善

④

47 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

輸出されるまでの一定期間内における免税コンテナの国内運送についての手
続を簡素化する。

平成23年度措置 財務省 免税コンテナを国内運送に使用する場合において、包括的な届出を認める関税局長通達（「関
税法基本通達等の一部改正について」（平成23年6月30日財関第746号））を発出し、国内運送に
ついての手続の簡素化を措置済み。（平成23年7月1日実施）

更なる簡素化を推進するため、免税コンテナの国内運送へ
の使用に係る条件の廃止について検討している。

「橋梁照査要領」の国際貨物限定条件を緩和し、特殊車両通行許可制度の基
準を統一する等、国際貨物と同じ手続で国内貨物を運送することについて、違
法積載車両の指導取締り強化、車種や経路の限定方法等を含めて検討を行
う。

平成23年度検討開
始

国土交通省 国際貨物限定条件を緩和し、国内貨物運送に対しても同一条件で特殊車両通行許可を実施で
きるかを検討するため、大型車両の通行実態や道路構造への影響、違反状況など必要な調査
分析を開始。平成２４年度中に検討の結論を得ることを目標とする。

指名制トライアル事業の成果をフィードバックし、輪番制に捉われることなく指名
制度が円滑に機能するよう、引受事務要綱の改善の順次実施等、市場環境の
整備を図る。

逐次実施 指名制トライアル事業の成果として、平成22年9月末の事業終了後も、一定程度の指名制の運
用が実施されている。
また、当事者間のイニシアティブにより、指名制の拡大・深度化を図る取り組みとして、平成23年
1月から「指名制運用協議会」が6回実施されている。

水先人の養成について、質の高い新規参入者（特に３級水先人の増加）を奨励
し、優秀な人材の安定的確保を図り、もって市場をより効果的に機能させるよ
う、ＯＪＴの促進等を図る。

逐次実施 平成23年度において、19名の３級水先人が新たに誕生したところであり、現在においても、各水
先人登録養成施設にて多数の修業生を養成中のため、今後も新規参入者の増加が見込まれて
いる。
また、水先人の安定的確保の一環として、各水先人会に対し、新たに誕生した３級水先人への
OJTを適切に実施するよう指導・監督を行っている。

⑧

安全保障貿易管理制度における該非
判定の事前相談制度の利便性の向上

該非判定に関して、企業名公表を条件としない、インターネット等による相談及
び該非判定についての連絡を可能とするなど、効果的な事前相談の方法につ
いて検討し、結論を得た上で、所要の措置を講ずる。

平成23年度検討・結
論・措置

経済産業省 該非判定に伴う一般的な法令解釈に関する相談について、インターネットによる受付等を行える
ように関連通達の改正作業を実施中です。平成２３年度中にパブリックコメントを終了し、４月に
改正通達を公布・施行する予定です。

⑨

法令遵守優良企業による海外グルー
プ会社に対する貨物の輸出等に係る
許可の手続の簡素化

法令遵守優良企業による海外グループ会社に対する貨物の輸出等に係る許可
の手続の簡素化を図るため、特定子会社包括許可制度に関し、その要件（子会
社の資本要件等）の見直しを含めた利便性の向上について検討し、結論を得た
上で、所要の措置を講ずる。

平成23年度検討・結
論・措置

経済産業省 特定子会社包括許可制度については、事業者の利便性向上を図るため、資本要件の緩和等を
内容とする関連通達の改正作業を実施中です。平成２３年度中にパブリックコメントを終了し、４
月に改正通達を公布・施行する予定です。

⑩

航空交渉の多国間化 早期に首都圏空港を含むオープンスカイを実現し、国際航空ネットワークを拡
大するため、東アジア・ＡＳＥＡＮの各国を最優先に、戦略的かつ積極的に二国
間交渉を推進する。また、こうした交渉を促進する観点から、多国間の枠組みの
活用を検討する。

平成23年度以降引き
続き実施

国土交通省 国際航空ネットワークを拡大するため、東アジア・ASEAN各国を最優先に交渉を推進し、平成23
年11月30日時点で、米国、韓国、シンガポール、マレーシア、香港、ベトナム、マカオ、インドネシ
ア、カナダ、オーストラリア、ブルネイ、台湾の計12ヵ国・地域との間でオープンスカイに合意済み
であり、戦略的に首都圏空港を含むオープンスカイを推進している。

東アジア・ASEAN各国を中心に戦略的に首都圏空港を含む
オープンスカイを推進してきたところであり、今後、アジアの
国・地域以外にもオープンスカイの対象を拡大して取り組む
とともに、オープンスカイを促進する観点から、多国間の枠
組みが有効と認められる場合には、その活用を検討してい
く。

国が管理する空港（大阪国際空港を除く）について、航空系・非航空系の経営
一体化と民営化等の具体的方策について、検討し早期に結論を得る。

平成23年度早期に
結論

国が管理する空港（大阪国際空港を除く27空港）の運営のあり方について、有識者により構成
された｢空港運営のあり方に関する検討会｣の報告書が、平成23年7月29日に取りまとめられたと
ころ。

本報告書においては、コンセッション（民間への運営委託）を主たる手法として想定し、空港経
営改革を推進しており、所要の措置を定める法案を平成24年の通常国会に提出予定である。

成田国際空港株式会社について、平成22年５月に取りまとめられた国土交通省
成長戦略における「これまで完全民営化の方向性が議論されてきた、成田国際
空港株式会社の経営の在り方については、今後、首都圏空港における容量拡
充の推移、全国の空港経営の在り方に関する議論も踏まえ、成田空港のアジア
におけるハブ空港としての地位確立に向けて、民営化戦略、手順が検討される
べきである」との方針を踏まえ、今後、所要の検討を行う。

平成23年度検討開
始。できる限り早期
に結論

検討に当たって踏まえるべき点とされている、首都圏空港の容量拡充に係る取り組みや、全国
の空港経営のあり方に関する議論の検討状況等を見極めつつ、手順等について検討を進めて
いるところ。

首都圏空港の容量拡充、特に成田国際空港の３０万回の実
現に向けた具体的な取り組み、空港運営のあり方検討会に
おいて示されたコンセッションについての制度の詳細及び関
空・伊丹の経営統合の状況等を踏まえて、できる限り早期に
結論を得る。

水先制度の改革 国土交通省

国土交通省

国際コンテナの国内利用の促進

⑪

⑦

空港運営の在り方の見直し

⑥

48 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

⑫

空港発着枠の配分への市場メカニズ
ムの導入

国土交通省成長戦略における「羽田の発着枠の配分については、市場メカニズ
ムの導入可能性を調査することを通じて、航空会社の事業展開の自由度を高
めつつ、真に必要なネットワークの維持や競争環境の確保を通じた利用者利便
の向上といった公共的価値も併せて実現できる手法について検討を行い、平成
23年度中に新たな手法を確立した上で、平成25年度に予定されている増枠分
の配分を行う」との方針を踏まえ、市場メカニズムの導入可能性について、検討
し結論を得る。

平成23年度検討・結
論

国土交通省 発着枠配分への市場メカニズムの導入については、学識者の協力を得ながら海外の事例等の
調査を行うとともに、航空会社等の意見も聴取し、その課題・実現可能性等について検討を進め
ているところ。

小型ビジネスジェット機によるチャーター事業に係る参入基準及び運航・整備基
準につき、国際民間航空条約附属書に定められた国際標準への適合を前提と
し、米国の基準を参考とした包括的基準を導入することを検討し結論を得る。ま
た、包括的基準の導入の検討と並行して、関係者からの要望等を踏まえ、「機
長に要求される資格」「耐空性の確認」等の個別の項目について、順次、小型機
のオンディマンドチャーターを対象とした基準の導入を検討し結論を得る。

平成23年度検討・結
論

平成２３年度中に結論を得るべく、関係団体等から要望内容についてヒアリングを行うとともに、
小型ビジネスジェットによるチャーター事業に係る基準の見直しのための検討を進めている。

我が国へのビジネスジェットの乗り入れ促進に向け、申請手続の簡素化等の利
用者負担の軽減策につき、検討し結論を得る。

平成23年度検討・結
論

関係団体から要望内容についてヒアリングを行うとともに、関係者からなる「ビジネスジェットの
推進に関する委員会」の意見を踏まえ、ビジネスジェットの乗り入れ促進に資する利用者負担の
軽減策につき、平成23年度中に結論を得るべく検討している。

⑭

ＣＩＱの合理化 複数府省にまたがる人の移動に伴うＣＩＱ業務（動植物検疫を除く）に関し、尐数
の職員により対応が可能な場合において、運航前の事前調整や到着時の手続
の迅速化など機動性・効率性を高めるための方策について、関係府省が合同
で検討し結論を得る。

平成23年度検討・結
論

法務省、財務
省、厚生労働
省

（法務省、財務省、厚生労働省）
平成23年５月に関係省庁間会議を実施。その後、各レベルの協議を適宜行い、運航前の事前調
整や到着時の手続の迅速化など、機動性・効率性を高めるための方策について、平成23年度中
に結論を得るべく関係省庁間で検討中。

⑮

米国、欧州等先進国との航空機材、乗
員資格等に関する相互承認の推進

米国との間で、平成21年４月に締結した航空機材以外の分野（乗員資格、整備
施設、シミュレーター等）においても、相互承認の協議を推進する。また、欧州等
その他の先進国とも協議を推進する。

平成23年度以降継
続実施

国土交通省 米国との間では、平成２１年４月に耐空性分野について締結した航空安全協定（BASA）を整備
施設、乗員資格、シュミレーター等の分野にも拡大すべく、あらゆる機会を利用してBASA拡大の
早期締結に向けた働きかけを行うとともに、BASA拡大に必要な相手国の制度が自国の制度と
同等であることを確認するためのプロセスを着実に進めているところ。また、欧州との間では、平
成２３年７月に開催された日EU運輸ハイレベル協議においてBASAの締結に向けた事前協議を
開始することに合意し、作業を進めているところ。

限定近海区域のうち、沿海区域に近い部分のみを航行する船舶の構造・設備
要件を設定する。

平成23年度措置 当該要件の設定にかかる検討を終了し、平成24年2月を目処に措置する予定。

安全性を確保しつつ、沿海区域の部分的な拡大を検討し結論を得る。 平成23年度検討開
始、平成24年度結論

拡大する海域について関係者からの要望を聴取中。具体的な要望を受けて当該海域にかかる
安全性の調査を行う予定。

沿海資格船から限定近海船への変更を容易にするための基準の見直しを行
う。

平成24年度措置 見直すべき項目の抽出を終了し、引き続き詳細な内容についての検討を行う予定。

⑰

海上交通安全法航路における制限速
力の見直し

海上交通安全法航路における速力の制限区間及び制限速力の見直しにつき、
技術的な検討及び所要の調整を実施し、結論を得る。

平成23年度早期に
検討開始。結論を得
次第措置

国土交通省 本件については、平成23年度より、船舶の操縦性能、航走波による小型船への影響、海上交通
安全法適用海域における海難発生状況等に係る情報の収集や分析を行っているところである。
なお、当該見直しの実現には海域利用者全体の理解を得る等、関係者間での調整を行うことが
必要となる。

⑱

内航旅客船の船舶検査制度の見直
し、簡素化

内航旅客船の船体計画保全検査制度について、船舶の安全性への影響等を
考慮しつつ、検査項目の簡素化及び承認基準の緩和について検討し結論を得
る。

平成23年度検討・結
論

国土交通省 内航のフェリー協会から寄せられた具体的な要望について、安全性への影響等を踏まえつつ、
緩和の可能性を検討中。

国土交通省ビジネスジェットの利用促進に資する
規制の見直し

国土交通省沿海航行区域の拡大

⑯

⑬
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番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

⑲

空港の容量拡大、機能強化のための
取組・推進

成田空港については最短で平成26年度中に30万回、羽田空港については最短
で平成25年度中に44.7万回へ年間発着容量を拡大するため、着実に取組を行
う。なお、首都圏空港については、上記取組により、向こう10年間は需要を上回
る供給が可能となることが見込まれるが、今後、インバウンド旅客の増加等によ
り需要が更に継続的に増加する場合を見据え、更なる容量拡大、機能強化に
ついて、あらゆる角度から可能な限りの方策を総合的に検討する。

平成23年度以降継
続検討

国土交通省 成田空港については、平成23年10月に導入した同時平行離着陸方式による管制の高度化等
により、空港の年間発着容量を22万回から23万5千回に増枠した。

羽田空港については、最短で平成25年度中に44万7千回へ年間発着容量を拡大するために必
要となる、国際線旅客ターミナル拡張のための事業契約の変更やエプロン等の整備などを着実
に推進しているところ。

成田空港については、平成23年度中に25万回、平成24年
度中に27万回、最短で平成26年度中に30万回への年間発
着容量拡大に向けて、同時平行離着陸方式の更なる効率
的な運用に必要な装置及び誘導路の新設、エプロンの拡充
等の施設整備を実施するとともに、容量拡大を背景にオー
プンスカイを進め、国際線ネットワークを一層強化するととも
に、国内フィーダー路線の拡充、ＬＣＣやビジネスジェットの
対応強化等により、アジアのハブ空港としての地位を確立
する。

羽田空港については、左記取組による年間発着容量の拡
大に際し、昼間時間帯の国際線について、3万回を基本とし
て増枠を行い、現在のアジア近距離ビジネス路線のみなら
ず、欧米や長距離アジアも含む高需要・ビジネス路線を展
開する予定である。

上記取組により、首都圏空港については、向こう10年間は
需要を上回る供給が可能となることが見込まれるが、今後、
インバウンド旅客の増加等により需要が更に継続的に増加
する場合を見据え、更なる容量拡大、機能強化について、
あらゆる角度から可能な限りの方策を総合的に検討する。

４－３．金融分野

①

社債市場の活性化及び国際化の推進
（社債以外の債務に付与されるコベナ
ンツ情報の開示）

日本証券業協会「社債市場の活性化に関する懇談会」での議論を踏まえ、銀行
の融資実務への影響に加えて投資家保護の観点から、必要な情報の開示が適
切に行われるよう検討する。

平成23年度検討、平
成24年度結論

金融庁 現在議論が行われている日本証券業協会「社債市場の活性化に関する懇談会」での議論の結
果を踏まえ、銀行の融資実務への影響に加えて投資家保護の観点から検討、平成25年３月まで
に結論を得る予定。

②

社債市場の活性化及び国際化の推進
（社債管理者の設置）

平成23年６月を目途に取りまとめを行うとされている日本証券業協会「社債市場
の活性化に関する懇談会」での議論を踏まえ、社債管理の在り方について検討
を行う。

平成23年度検討・結
論

金融庁、法務
省

（金融庁、法務省）
日本証券業協会「社債市場の活性化に関する懇談会」において引き続き議論中。
（取りまとめ目途の延長（平成２３年６月→平成２４年３月）

（法務省）
日本証券業協会「社債市場の活性化に関する懇談会」において引き続き議論中。
（同懇談会における取りまとめの目途が，平成２３年６月から平成２４年３月に延長された。）

③

デリバティブ取引規制の運用
（清算機関（ＣＣＰ）・取引情報蓄積機
関制度の細目の検討）

国内清算機関と外国清算機関との連携に係る連携金融商品債務引受業の認
可に際しては、金融商品取引法に定める認可審査基準に基づき、担保が、リス
ク管理や利用者利便の観点から適切な水準となるよう対応を行う。
取引情報蓄積機関制度の細目については、関係法令の施行（平成24年11月が
期限）までに、利用者の負担等も考慮して内閣府令において定める。

平成24年度措置 金融庁 国内清算機関と外国清算機関との連携に係る連携金融商品債務引受業の認可実績はないもの
の、今後仮に当該認可申請があった場合には、金融商品取引法に定める認可審査基準に基づ
き、担保が、リスク管理や利用者利便の観点から適切な水準となるよう対応を行う。
取引情報蓄積機関制度の細目については、利用者の負担等も考慮しつつ、「金融商品取引法等
の一部を改正する法律」（平成22年５月12日成立、５月20日公布、２年半以内施行）に係る内閣
府令の検討を行なっており、平成24年11月までに結論を得て施行する予定。

④

金融商品取引法に基づく単体財務諸
表開示の簡素化

金融商品取引法に基づく単体財務諸表開示の簡素化については、会計基準の
コンバージェンスの状況等を踏まえ、投資情報の有用性が損なわれないように
留意しつつ、検討する。

平成24年検討開始 金融庁 単体財務諸表開示の簡素化については、企業会計審議会で議論されているＩＦＲＳ適用の検討
項目として、平成24年から、検討開始予定。

⑤

有価証券報告書提出銀行の場合の決
算公告の免除

有価証券報告書を提出している銀行について、会社法の規定にのっとり、決算
公告を免除することを検討の上、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

金融庁 有価証券報告書を提出している銀行の決算公告を免除する「資本市場及び金融業の基盤強化
のための金融商品取引法等の一部を改正する法律」が平成23年５月17日成立、５月25日公布、
11月24日施行。

⑥

政策金融機関等の私的整理時におけ
る債権放棄の制度構築

株式会社企業再生支援機構（以下「機構」という。）による再生支援計画では、
政府系金融機関や独立行政法人に一部債権放棄への協力義務を設けている。
一方、機構による支援決定可能期間は限られている。このため、機構の支援決
定可能期間後の私的整理支援を継続していく観点から、産業活力の再生及び
産業活動の革新に関する特別措置法において設けられている事業再生ＡＤＲ
制度に、機構による再生支援における協力義務と同様の効果が確保できるよ
う、有効な方策を検討していくこととする。
その際、まずは機構とも連携しながら、現在の制度上の課題と実態の把握を行
う。
今年度前半には実態把握を終え、所要の手当てを行う。

平成23年度検討開
始

経済産業省 株式会社企業再生支援機構とも連携しながら、私的整理の専門家の協会である事業再生実務
家協会の協力を得て、現在の制度上の課題と実態の把握を行った。
この結果、政府系金融機関の多くが、機構の再生支援計画でなくとも私的整理が行われる場合
には、債権放棄に協力できるとの回答を得た。

私的整理制度に対する政府金融機関の対応状況の調査を
行った。
今後、仮に債権放棄に対応できないとの事例が生じる場合
には、当該政府系金融機関の所管省庁とも連携して対応を
行う。
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実施状況
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残された課題
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所管省庁

⑦

協調リースの集団投資スキーム持分
の適用除外要件の明確化

協調リースについて、実態を踏まえ集団投資スキーム持分の適用除外要件へ
の該当性を検討し、それを明確にする。

平成23年度調査・検
討・結論

金融庁 協調リースについて、実態を踏まえ、集団投資スキーム持分の適用除外要件への該当性の明
確化について検討を行っており、平成24年３月末までに結論を得る予定。

⑧

異種リスクの含まれないイスラム金融
に該当する受与信取引等の銀行本体
への解禁

イスラム金融取引に該当する受与信取引等のうち、銀行法に基づき銀行本体
に認められる業務（以下「銀行業務」という。）と実質的に同視しうる取引（銀行
業務に準じ、銀行業務との機能的な親近性やリスクの同質性が認められる取
引）の銀行本体における取扱いについて必要な調査を行う。

平成23年度調査 金融庁 イスラム金融に関する①規模やリスク及び②海外の金融機関における業務範囲・法規制の現況
について調査を行う体制を整備中であり、平成24年３月までに調査を開始予定。

⑨

銀行の子会社の業務範囲の拡大
（リース子会社等の収入制限の緩和）

リース子会社における収入制限規制は、リース子会社の子会社を含むリース会
社集団全体で判断すれば足り、リース子会社から発生する中古物品の売買・保
守点検を専門に行う子会社については、当該リース子会社の一部門と同視でき
る場合は、単体での収入制限規制の適用を除外することも含め、リース会社集
団内において、効率的に事業が行えるよう規制の見直しを検討する。

平成23年度検討・結
論

金融庁 銀行本体によるファイナンス・リースを解禁する「資本市場及び金融業の基盤強化のための金融
商品取引法等の一部を改正する法律」（１年以内施行）に係る政令・内閣府令案等のパブリック
コメントを実施（平成23年11月４日～12月５日）。当該パブリックコメントを踏まえた検討を行い、
平成24年３月末までに結論を得る予定。

⑩

企業グループの組織再編に資する規
制の見直し
（１）保険契約の包括移転に係る規制
についての検討

保険会社の組織再編が進んでいることも踏まえ、保険契約の移転単位、移転手
続等について、保険契約者等の保護の観点も踏まえつつ、検討を行う。

平成23年度検討 金融庁 平成23年６月29日より、金融審議会「保険会社のグループ経営に関する規制の在り方ワーキン
グ・グループ」において議論を行い、12月2日に報告書を取りまとめたところ。今後、報告書の内
容に沿って必要な制度整備を行う予定。
＜見直し内容＞
保険契約の移転に係る認可制は維持しつつ、保険契約者間の公平性や保険契約者の保護の
観点から所要の措置（異議申立要件の引き下げや情報提供の充実等）を講じた上で、移転単位
規制を撤廃する。

⑪

企業グループの組織再編に資する規
制の見直し
（２）保険募集人等の委託の在り方の
見直し

保険会社の組織再編が進んでいることも踏まえ、復代理等も含めた保険募集人
等の委託の在り方について、保険募集に関する業務の適切な実施や保険契約
者の保護を確保する観点も十分踏まえつつ、検討を行う。

平成23年度検討 金融庁 平成23年６月29日より、金融審議会「保険会社のグループ経営に関する規制の在り方ワーキン
グ・グループ」において議論を行い、12月2日に報告書を取りまとめたところ。今後、報告書の内
容に沿って必要な制度整備を行う予定。
＜見直し内容＞
同一グループ内の保険会社を再委託者とし、再委託者が自らも保険募集の委託をしている保険
募集人を再受託者とする場合には、保険募集の再委託を認める。

⑫

貿易保険関連分野（取引信用保険）に
おける民間事業者の事業機会拡大
（再保険の引受け）

平成22年10月の事業仕分け結果（「特別会計の廃止（国以外の主体に移管）」、
「国家の保証等国の関与を確保」、「移行のための適正な経過期間」及び「組織
としては独立行政法人日本貿易保険に一体化」）を踏まえつつ、貿易保険制度
の在り方を見直す。
なお、取引信用保険の民間事業者の事業機会の拡大については、「独立行政
法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７日閣議決定）を踏ま
え、日系海外子会社の第三国向け輸出について、日系損害保険会社の現地子
会社などからの再保険引受けを通じて、独立行政法人日本貿易保険が貿易保
険を引き受ける新たな取組を今般前倒しで導入したところであり（平成22年措置
済み）、引き続きその積極的運用を図っていく。

平成23年度より措置 経済産業省 日系損害保険会社の現地子会社などからの再保険引受については、平成23年１０月、タイ洪水
対策の一環として、現地日系企業のタイ国内外向け販売代金回収リスクを広く対象とするなど一
層積極的に運用を行っています。
なお、貿易保険制度の在り方については、平成２２年１０月の事業仕分け結果（「特別会計の廃
止」等）を踏まえ、関連法案の提出に向けた検討を行っています。

日系損害保険会社の現地子会社などからの再保険引受に
ついては、平成23年１０月、タイ洪水対策の一環として、現
地日系企業のタイ国内外向け販売代金回収リスクを広く対
象とするなど一層積極的に運用を行っています。

⑬

投資法人における「減資」制度の導入 欠損補てんのための出資総額の減尐（減資）制度導入の可否につき、平成25年
度までに行う投資信託・投資法人法制の見直しの検討及び制度整備の実施に
おいて、投資家保護、投資法人の導管体としての性質、ファイナンス手法の中
での位置付け、求められるガバナンス等様々な観点に加え、税務会計上の取
扱いと併せて総合的な検討を行う。

平成25年度結論 金融庁 平成25年度までに行う投資信託・投資法人法制の制度整備に向けた見直しの検討につき、現
在、関係業界や有識者からのヒアリングを通じて実態及び課題の把握を進めており、今後、有識
者を交えた議論のための場を設けることも検討しているところ。本項目についても当該見直しの
中で検討する予定。

４－４．ＩＴ分野

①

道路占用手続における引込線の取扱
いの明確化

各戸に引き込むための電線の取扱いについては、道路占用許可申請を別途要
しない旨、取扱いを統一するよう、改めて各道路管理者へ周知・徹底する。

平成23年度中措置 国土交通省 各戸に引き込むための電線の取扱いについては、道路占用許可申請を別途要しない旨、取扱
いを統一するよう、平成２３年度中に改めて各道路管理者へ周知・徹底する。
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番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

河川占用申請に関しては、申請フォーマットの簡素化方向での河川管理者間の
統一及び標準処理期間の１か月程度への短縮につき、検討を開始し、結論を得
た上で、国土交通省から各河川管理者に対して、周知・徹底する。

平成23年度検討・結
論・措置

調査時点(１１月３０日時点）において、標準処理期間の短縮等について省内で検討中。平成２３
年度内に結論を得て措置を行う。

港湾区域等の占用許可申請に関しては、港湾管理者が行っている事務につい
ての実態調査を行い、その結果を踏まえ、港湾管理者に対し申請の統一化に
向けた検討を促す文書を発出する。

平成23年度検討・結
論・措置

「港湾法第37条第１項の占用許可等に係る事務処理について」（平成23年5月6日付 国港総第
67号）にて、港湾管理者に対して申請の統一化に向けた検討を促す文書を発出済である。

国土交通省直轄管理施設（道路・河川）の各種申請に関しては、ワンストップ
サービスで許可申請が可能となるよう申請書類の標準化及び提出窓口の集約
化等について、検討し結論を得る。

平成23年度中検討・
結論

国土交通省直轄管理施設（道路・河川）の各種申請に関しては、ワンストップサービスで許可
申請が可能となるよう申請書類の標準化及び提出窓口の集約化等について、省内で検討中で
あり、平成23年度中に結論を得る。

③

国立公園の景観対策に関する許可基
準の周知・徹底

国立公園の景観対策に関する許可基準に関して、当該基準を順守するよう、周
知・徹底を図る。

平成23年度早期措
置

環境省 平成23年４月26日、通知を発出し周知。

④

河川占用標識板の掲示義務の一部緩
和等

占用許可条件として付している占用許可標識の明示すべき事項から、占用期間
を削除すべく、各地方整備局に周知・徹底を図る。また占用施設の形態に応じ
て表示方法を変更できるよう、各地方整備局に周知・徹底を図る。

平成23年度早期措
置

国土交通省 【河川占用標識板の掲示義務の一部緩和等】
河川占用標識板の掲示義務の一部緩和等を図るため、各地方整備局河川部長等、各都道府県
河川管理担当部局長、関係指定都市河川管理担当部局長に対し、「河川敷地占用許可に付す
許可条件の運用について」（平成２３年６月２４日付け国土交通省河川局水政課長通知）を発出
した。

⑤

公益事業者の電柱・管路等使用に関
するガイドラインの見直し

公益事業者の共架申請様式の統一化・簡素化、申請手続の簡素化及び電柱強
度の考え方等について、実態の調査・把握に努め、その結果を踏まえ、必要に
応じてガイドラインの見直しについて検討する。

平成23年度検討・結
論

総務省 平成23年3月に情報通信審議会に「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」につい
て諮問し、平成23年12月の答申において、設備保有者は、現行ガイドラインの規定に基づき、一
層の手続の簡素化・効率化に向け、電子化や個別契約の書面廃止等に取り組んでいること、ま
た、設備保有者に対し電気通信事業者の使用を前提とした電柱強度を求めることは、過度の負
担を強いることとなるおそれがあることから、現行ガイドラインの下、引き続き現状を注視すること
が適当であるとの結論を得た。

⑥

光ファイバーケーブルの部分開放ルー
ルの整備（引込区間の開放）

ＮＴＴ東西が電柱から顧客（ビル等）の間に敷設する引込線と他事業者の設備を
電柱上の接続箱等で接続する場合など、新たな接続形態による接続要望につ
いて、具体的な要望内容、技術的な可能性及びＮＴＴ東西に対する経済的負担
の程度を踏まえた上で、光ファイバーケーブルの部分開放（アンバンドリング）に
関するルールの明確化を図る。

平成23年度検討・結
論

総務省 平成23年3月に情報通信審議会に「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」につい
て諮問し、平成23年12月の答申において、光ファイバの部分的な開放に係る技術的可能性、法
的位置づけの整理、実現に当たり必要となるコストの特定等が必要となるため、まずは事業者
間協議において具体的な課題を整理する必要があり、ルール化に向けて解決が必要な課題を
整理すべく、事業者間協議を一層進めることが適当であるとの結論を得た。

⑦

有線電気通信法における設置手続の
簡素化・電子化

行政手続の簡素化の観点から、事業者の要望等を踏まえつつ、申請業務の簡
素化を実現すべく、検討し結論を得る。

平成23年度検討・結
論

総務省 有線電気通信法上の電気通信設備の設置届出について、その手続きの在り方について検討を
行った。
その結果、①有線電気通信法上の事前届出は、当該設備の安全・信頼性等を事前に確保する
観点の手続であり、また、②工事の２週間前という期限は、有線電気通信法第７条の改善措置
等の命令を行う必要があるかどうかを総務省が審査するのに最小限足りる期間として設定され
ているものであり、当該事前届出は必要最小限の規律として規定されているもので、本件につい
ては当面現状の手続を維持することが適当であるとの結論を得た。
また、電子申請への対応については、利用件数が尐なかったことに鑑み、平成２２年３月末の総
務省全体の電子申請・届出システムの廃止時に受付を停止したところであるため、ひとまず現状
では、状況を注視することが適当であるとの結論を得た。

⑧

有線電気通信法における卸供給事業
者の扱いの改善について

有線電気通信法第３条第４項第４号に基づき、有線電気通信法施行規則第６条
第５号においては、電気設備の技術基準を定める省令第50条の規定により設
置する有線電気通信設備について、有線電気通信法第３条の総務大臣への有
線電気通信設備の届出を不要としているところ。
電気設備の技術基準を定める省令第50条第１項の適用対象設備に係る解釈
の明確化を図る。

平成23年度早期措
置

経済産業省 「電気設備の技術基準を定める省令の解釈」について、省令第50条第1項の適用対象設備に係
る解釈の明確化を図るための改正を実施し、電気設備（発電設備等の容量等）に応じた解釈の
適用条項、通信設備に求められる要件等を明確にした。（平成23年7月1日公布、10月1日適用）

国土交通省

②

河川占用申請書・港湾占用申請書の
申請様式の統一化、電子化
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残された課題
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⑨

電気通信分野におけるユニバーサル
サービスの考え方の基本的転換

総務省における「ブロードバンドサービスが全国に普及するまでの移行期にお
ける基礎的電気通信役務（ユニバーサルサービス）制度の在り方」の検討・結論
を踏まえ、早期の制度措置を図る。

平成23年度措置 総務省 「ブロードバンドサービスが全国に普及するまでの移行期における基礎的電気通信役務（ユニ
バーサルサービス）制度の在り方」答申（平成22年12月14日情報通信審議会答申）を踏まえ、電
気通信事業法施行規則（昭和60 年郵政省令第25 号）等の一部を改正し、加入電話に相当する
光ＩＰ電話を基礎的電気通信役務（ユニバーサルサービス）の対象に追加した（平成23年総務省
令第42号。同年4月27日施行。）。

⑩

ＩＰ電話の品質基準の見直し 将来のＩＰ網の普及を前提とした品質基準の在り方について、我が国独自のも
のではなく、国際的に整合性の取れたものとすべく、実際のユーザ体感品質
（QoE）に係る国際標準化機関における標準化活動に積極的に参画し、検討を
進める。

平成23年度検討、国
際標準化の結果を踏
まえて結論

総務省 我が国としては国際標準化機関における標準化活動に参画しているところであるが、未だ国際
標準化の結果が得られていない状況。引き続き国際標準化機関における標準化活動に参画し
ていく予定。

⑪

固定電話における番号提供条件（番
号区画）の見直し

将来のＩＰ網の普及を前提とした番号の在り方について検討し、結論を得る。 平成23年度検討・結
論

総務省 平成23年3月に情報通信審議会に「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」につい
て諮問し、平成23年12月の答申において、可能な限り早期に、ＮＴＴ東西の利用者が番号を持ち
運べる地域を、現在の収容局単位の運用から、例えば番号区画単位まで拡げることなどが適当
であるとの結論を得た。

⑫

無線ＩＰ電話への電話番号付与の実現 無線ＩＰ電話への電話番号の付与条件について、周知・徹底を図る。 平成23年度早期措
置

総務省 平成23年12月に無線ＩＰ電話への電話番号の付与条件を総務省ＨＰにて公開した。

⑬

携帯電話の番号要件に係るＮＴＴ東西
との直接接続条件の見直し

ネットワークの品質や信頼性の確保が技術的に担保可能である点を確認の上
で、ＮＴＴ東西への直接接続だけではなく、他の電気通信事業者の網を介しての
網間信号接続が可能となるよう措置する。

平成23年度検討・結
論・措置

総務省 平成23年5月に情報通信審議会に「携帯電話の電話番号数の拡大に向けた電気通信番号に係
る制度等の在り方」について諮問し、平成23年12月にＮＴＴ東西の第一種指定電気通信設備との
直接接続要件の見直しを行うことを適当とする旨の答申（案）がとりまとめられた。平成23年度内
に答申を得る予定。

⑭

無線局免許状の管理・保管の負担軽
減

無線局免許状を電子化して交付する等、免許状の管理・保管の負担を軽減す
るための方策について検討し結論を得る。

平成23年度検討・結
論

総務省 免許状の管理・保管の負担を軽減するための方策を検討し、平成23年度内に結論を得る予定。

⑮

無線局の設置場所についての記載方
法の簡素化

無線局の開局・変更申請などにおいて、原則、無線局の住所に物件名までの記
載が不要である旨について、周知・徹底する。

平成23年度早期措
置

総務省 各地方総合通信局及び沖縄総合通信事務所に対して申請時等にビル名までの記載は不要であ
る旨、免許人に周知するよう通知(平成23年12月20日）。

⑯

無線局の開局目的の簡素化 申請業務の簡素化・効率化の観点及び着実な無線局の監督管理の観点から、
無線局の目的区分の大くくり化に関して、検討し結論を得る。

平成23年度検討・結
論

総務省 目的の内容等を踏まえ統合・整理が可能なものを検討し、平成23年度内に結論を得る予定。

⑰

携帯電話エリア整備事業（伝送路）に
おける各種申請手続の簡素化

申請者（地方自治体及び携帯電話事業者）及び総務省側の業務量削減の観点
から、必要最低限の申請書類で済むよう、提出書類の簡素化について、検討し
結論を得る。

平成23年度検討・結
論

総務省 提出書類について精査を行い、実績報告時の提出書類のうち、①専用サービス申込書、②専用
サービス承諾書、③専用サービス開通のご連絡、の３種類の書類提出を不要にし、必要最低限
の提出書類で済むようにした。

⑱

携帯電話の効率的エリア拡充に向け
たネットワークシェアリングのための
ルール整備

携帯事業者等の間におけるネットワークシェアリングに向けた事業者間協議が
円滑に実施できるように、事業者の要望等を踏まえ、課題解決に向けて更なる
取組を検討する。

平成23年度検討・結
論

総務省 平成23年3月に情報通信審議会に「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」につい
て諮問し、平成23年12月の答申において、過去の答申においてローミングの例示的な形態を整
理して明示することが事業者の予見可能性を高める観点からも必要とされたことを踏まえ、当事
者が合意している場合にはローミングは許容されるべきであるものの、一般的にローミングを義
務づけることは適当ではない旨の整理を維持すべきとの結論を得た。一方、同答申において、
緊急通報に限定したローミングについては、その早期の実現に向けて検討を行う場を早急に設
けることが適当であるとの結論を得た。

⑲

電波の医療機器への影響に関するガ
イドラインにおける携帯電話分類の明
確化

ガイドライン（各種電波利用機器の電波が植込み型医療 機器へ及ぼす影響を
防止するための指針）の記載について、第二世代携帯電話サービス終了時に
合わせて見直しを行う。

平成23年度検討・結
論

総務省 現在、第三世代携帯電話による植込み型医療機器（心臓ペースメーカ及び除細動器）への電磁
干渉試験を実施しているところ。今後、試験結果に基づき、ガイドラインの見直しに向けた検討を
行い、平成２３年度末に結論を得る予定。

53 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

⑳

航空機に搭載された無線装置の定期
検査の簡素化

航空機の無線機器の信頼度は日々向上しており、総合試験（飛行試験）により
信頼性管理が十分に可能であることを考慮し、また、事業者負担の軽減の観点
から、当該部品を機体から取り外す必要のある「電気的特性の点検」の検査に
関して、更なる簡素化の措置（定期検査内容の緩和、定期点検の延長措置等）
について、実態の把握に努め検討、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

総務省 国内における大半の航空事業者が所属する（社）全日本航空事業連合会に対し、航空機の無線
設備の信頼性向上に関する実態調査依頼をしたところ。
調査結果を分析して信頼性の向上傾向を確認した上で、「電気的特性の点検」の更なる簡素化
に向けた方向性について検討し、平成２３年度中に結論を得る予定。

21

船級協会が交付する条約証書の裏書
業務の追加

無線設備に係る関係法制度の整備を踏まえ、貨物船安全無線証書は、国土交
通省が裏書するだけではなく、船級協会でも裏書できるようにする。

平成23年度以降でき
る限り早期に措置

国土交通省 船舶安全法の改正も含め、措置方法について検討中。


22

学術用途における権利制限の在り方
の検討

科学振興や技術研究等に資するため、著作物の活用に向けて、学術用途の定
義について検討を行った上で、権利制限の対象とすべきか否かについて検討を
実施する。

平成23年度検討・結
論

文部科学省 学術用途における権利制限の在り方に関する調査研究において、
①我が国の学術用途における著作物の利用形態
②諸外国の学術用途における著作物の利用形態
③学術用途の定義
④学術用途における権利制限の在り方 等
に係る調査、研究を実施しているところ。
これを踏まえ、学術用途の定義や必要とされる「学術用途における権利制限の在り方」につい
て、基本的な方向性を得るための検討を行い、平成２３年度中に結論を得ることを目指す。

23

自動車関連情報のＩＴ化 自動車の事故情報及び初年度からの自動車検査登録情報等について、個人情
報の保護に留意しながら、ＩＴを活用した一元管理・公開の可能性を、警察庁と
国土交通省の両省が協議の上、連携して検討を行う。

平成23年度検討・結
論

警察庁、国土
交通省

（警察庁、国土交通省）
ＩＴを活用して一元管理、公開した場合の、事故情報の集約・管理の是非や個人情報保護等の課
題を整理しつつ、その可能性についての検討を進めている。

24

ＩＴの活用による都市開発のワンストッ
プ化

ＩＴの活用により、国土交通省に係る都市開発に関する行政手続のワンストップ
化について検討し、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

国土交通省 国土交通省に係る行政手続きの課題把握を行い、都市開発に関する行政手続きのワンストップ
化について、省内で検討中であり、平成２３年度中に結論を得る。

４－５．住宅・土地分野

①

老朽化建築物等の建替えに資する建
築規制の緩和

容積率の既存不適格物件となっている老朽建築物の建替え方策の検討に向け
て、大都市圏内の既存不適格物件について、実態把握のための調査を行う。

平成23年度措置 国土交通省 大都市圏の特定行政庁と連携し、建替え方策の検討に向けて容積率の既存不適格建築物の実
態把握のための調査を実施しているところ。

②

借地借家法における正当事由制度に
関する情報提供

賃貸人による解約申入れ又は更新拒絶による借家契約の終了をめぐる民事上
の紛争の適切な解決に資するため、正当事由が問題となった裁判例の整理・分
析等を行い、その結果をホームページで公表する等の情報提供を行う。

平成23年度可能な
限り速やかに措置

法務省 法務省において，正当事由が問題となった裁判例の収集・分析等を開始したところであり，でき
る限り速やかな情報提供について検討する。

-

③

民間事業者による開発に併せた公共
施設整備等の促進のためのインセン
ティブ拡充

民間事業者が開発事業に併せて行う公園、地下コンコース、歩道橋等の整備
や既存道路の拡幅への協力等の公共貢献に見合った容積率の割増し、日影・
斜線制限の緩和等の誘導策に係る諸制度について、更なる活用を図るため、
その運用実態やニーズを調査・検証した上で、地方公共団体に対して周知を徹
底するとともに、それらの誘導策の具体的な事例を収集し、情報提供を充実さ
せる。

平成23年度措置 国土交通省 民間事業者が行う公共・公益施設の整備を評価し、容積率等を緩和する地域地区等の運用実
態やニーズの調査を実施しているところ。

④

都市開発事業を対象とした道路空間
への建築制限の緩和

街区の面積が比較的小さい中心市街地等で複数街区をまとめて一定規模の敷
地として開発することが求められる場合などに、既存の一般道路の通行機能を
残しつつ、一般道路、細街路等の道路上空を活用し、道路空間と建築物の立体
的利用による大街区化の都市開発事業を可能とする方策について検討を行
い、所要の措置を講じる。

平成23年度検討・可
能な限り速やかに措
置

国土交通省 都市再生特別措置法を改正（平成23年4月27日法律第24号）し、特定都市再生緊急整備地域
内において、都市計画施設である道路の区域のうち建築物等の敷地として併せて利用すべき区
域（重複利用区域）を都市計画に定めることにより、既存の一般道路の上空を活用した、道路空
間と建築物の一体的利用を行うことができることとした。

また、同改正法の施行にあわせ道路法施行令を改正し、重複利用区域内の道路の上空に設
ける事務所、店舗、倉庫、住宅その他これらに類する施設及び自動者駐車場を道路占用許可対
象物件に追加した。
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番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

⑤

老朽再開発ビルの再々開発事業に向
けた環境整備

過去に市街地再開発事業等により施行された地区の実態を把握するための調
査を行い、調査結果を公表する。

平成23年度調査開
始、可能な限り速や
かに措置

国土交通省 地方公共団体等に対し、再開発ビル完成後の状況把握に関するアンケート調査を実施中。

⑥

特例容積率適用地区の拡大 特例容積率適用地区制度は土地の有効利用を図る上で効果的な制度である
が、現在、全国で１地区しか指定されていない。このため、本制度の積極的な活
用に向け、制度の活用が想定される地区等の実態やニーズを調査・検証し、そ
の結果を踏まえ、地方公共団体に技術的助言を行う。

平成23年度措置 国土交通省 特例容積率適用地区の積極的な活用に向け、本制度のニーズ、課題、制度改善の要望等を
把握するため、民間事業者及び地方公共団体へのヒアリングを実施しているところ。

⑦

構造計算適合性判定の対象範囲の見
直し

３階建て以下の小規模建築物を構造計算適合性判定の対象範囲から除外する
ことなどについて、国土交通省に設置された「構造計算適合性判定制度関連技
術検討委員会」における検討結果を踏まえ、制度の見直しを検討し、結論を得
る。

平成23年度検討開
始、可能な限り速や
かに結論

国土交通省 応力を伝えない構造方法で接合された小規模建築物、膜構造建築物及び混構造建築物におい
て、簡便な構造計算により安全性の確認が可能であるものについて、構造計算適合性判定の対
象外とする告示改正（※）を行ったところ（平成23年5月1日施行）。

※建築基準法施行令第三十六条の二第五号の国土交通大臣が指定する建築物を定める件の
一部を改正する件（平成23年国土交通省告示第428号）、膜構造の建築物又は建築物の構造部
分の構造方法に関する安全上必要な技術的基準を定める等の件の一部を改正する件（平成23
年国土交通省告示第430号）

当面の対応として、自動車整備工場の立地状況や市街地環境への影響、事業
者等の要望等に係る実態調査を行い、その結果を踏まえ、必要な規模の自動
車整備工場の立地を容易にする方向で検討し、所要の措置を講じる。

平成23年度中検討・
結論・措置

自動車整備工場の立地状況や市街地環境への影響等について事業者へのヒアリング及び実測
調査等を実施しているところ。それらの結果を踏まえ、必要な規模の自動車整備工場の立地を
容易にする方向で検討し、所要の措置を講じる。

また、「建築法体系勉強会」における建築法体系全体の見直しの検討結果を踏
まえた次期建築基準法改正過程において、上記と同様の方向で、本面積制限
の在り方も含め検討を行い、結論を得る。

平成23年度検討開
始、次期法改正時ま
でに結論

「建築法体系勉強会」において、建築物の質の確保・向上に向け、建築基準法などの建築法体
系全体の目指すべき基本的方向を整理しており、平成23年度中に予定されている取りまとめ結
果を踏まえ、本面積制限の在り方も含め検討を開始する予定。

⑨

建築物の仮使用承認手続及び完了検
査制度の見直し

賃貸用オフィスビルなどで、未入居部分に本来必要のない暫定的な内装仕上
げを施して完了検査を受けるという無駄を余儀なくされるとの指摘も踏まえ、消
防設備や避難経路等については全て工事が完了し、安全上、防火上及び避難
上支障がないことが合理的に判断できる場合であって、テナント未入居部分の
みが、壁や床などの内装工事を残し工事完了している場合に係る仮使用承認
手続の迅速化などについて検討を行い、結論を得る。

平成23年度検討・結
論

国土交通省 特定行政庁における仮使用承認手続きに係る実態等の確認を行い、仮使用承認手続きの迅速
化などについて検討しているところ。

鉱業出願については、申請後数年経過しても申請中のまま処理されていない場
合がある。このため、鉱業の特性に鑑み、関係者との調整、事業上の必要性等
により、やむを得ないと考えられる場合を除き、鉱業権の設定許可については、
原則として標準処理期間内に処理が行われるよう運用する。

平成23年度措置 改正鉱業法（平成２３年法律第８４号）が施行（平成２４年１月２１日）されることに伴い、当省の標
準処理期間に関する規程の見直しを行っており、同日付けで改正した。「規制・制度改革に係る
方針における決定内容」については、同日付けで定める通達において運用方針を規定した。

鉱業権の設定に係る出願がなされ、標準処理期間を経過した後、なお、処理が
行われていない場合であって、当該出願に係る区域内で大規模な都市開発事
業など他の事業の実施に伴ってやむを得ず付随的に当該出願に係る鉱物の採
掘を行う必要が生じた場合において、出願の状況、当該他の事業の状況、開示
の必要性・妥当性、開示が出願人の競争上の地位等に与える影響等を総合的
に考慮して、特に必要かつ適切と認められる場合には、当該他の事業を実施し
ようとする者に対し出願人名を開示するとともに、出願人に対し当該他の事業を
実施しようとする者の情報を提供するよう運用を行う。

平成23年度措置 改正鉱業法（平成２３年法律第８４号）が施行（平成２４年１月２１日）されることに伴い、運用方針
の見直しを行っており、同日付けで通達を定めた。「規制・制度改革に係る方針における決定内
容」についても、本通達に盛り込んだ。⑩

経済産業省環境に配慮した鉱業法制の見直し

国土交通省自動車整備工場に対する建築基準法
の用途地域ごとの面積制限の緩和

⑧
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番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

４－６．その他分野

厚生労働省は国際汎用添加物45品目の内、いまだ食品健康影響評価の依頼
を行っていない９品目の食品添加物について、早急に評価依頼資料を取りまと
め、食品安全委員会に正式に評価依頼を行う。食品安全委員会はこれを正式
に受理し、審議を速やかに開始する。

平成23年４月中措置 内閣府、厚生
労働省

（内閣府、厚生労働省）
国際汎用添加物45品目のうち、食品健康影響評価の依頼を行っていなかった９品目の食品添加
物について、平成23年４月に評価依頼を行った。
９品目のうち平成23年11月末までに評価資料の提出のあった国際汎用添加物「カルミン」及び
「イソプロパノール」については審議がなされている。
残りの７品目については、厚生労働省は評価資料の提出に向け、食品安全委員会事務局と相
談しつつ準備を進めているところである。

食品安全委員会は以下（１）、（２）の要件を満たす食品添加物の食品健康影響
評価を行うに際しては、客観的かつ中立公正な評価による食品の安全性の確
保を前提として、「JECFAの安全性評価が終了し、欧米諸国で長期間使用が認
められているいわゆる国際汎用添加物（国際汎用香料を除く。）については、最
新の科学的知見も調査した上で、原則としてJECFA及び欧米諸国で行われた評
価書に基づく評価（評価書評価）を行う。」という「添加物に関する食品健康影響
評価指針（平成22年５月食品安全委員会策定）」に記載する考え方を徹底す
る。

（１）国際的に安全性評価が終了し、一定の範囲で安全性が確認されているも
の
（２）欧米で広く使用が認められており国際的必要性が高いもの

平成23年度中措置 内閣府 平成23年11月末までに評価資料・補足資料の提出のあった国際汎用添加物「サッカリンカルシ
ウム」、「カルミン」、「リン酸一水素マグネシウム」及び「イソプロパノール」については、いずれも
「添加物に関する食品健康影響評価指針（平成22年５月食品安全委員会策定）」に記載された考
え方に沿って審議がなされているところであるが、平成２３年度中に国際汎用添加物についての
食品健康影響評価依頼をするために必要な資料に関するガイダンスの策定が終了次第、添加
物専門調査会で改めて当該指針に記載する考え方を徹底する予定。

食品安全委員会に正式な評価依頼をするために必要となる資料について、早
期に食品安全委員会の評価プロセスに移行するためのより具体的なガイダン
スを策定する。

平成23年度中措置 内閣府、厚生
労働省

（内閣府、厚生労働省）
国際汎用添加物についての食品健康影響評価依頼をするために必要な資料に関するガイダン
スについて、平成２３年度中の策定に向けて、食品安全委員会事務局と厚生労働省との間で調
整中。

食品安全委員会事務局と厚生労働省の連携を強化するための具体策を策定す
る。

平成23年度中措置 内閣府、厚生
労働省

（内閣府、厚生労働省）
平成２３年度中に、国際汎用添加物に係る食品健康影響評価の進捗状況について課長級での
情報共有・意見交換を行う場を設けることとしている。

５．消費者分野

①

マンション投資への悪質な勧誘に対す
る規制強化

マンション投資への悪質な勧誘から消費者を保護するため、契約締結前の行為
規制及び契約締結後の消費者保護規定の充実について、実態把握の上、省
令・通達改正で可能な措置は早急に講じるとともに、取引の安定性にも考慮し
て法的措置について検討し、結論を得る。

省令・通達で対応可
能な措置は平成23
年度前半に検討・結
論・措置。法的措置
については平成23年
度中に検討・結論

国土交通省、
消費者庁

（消費者庁、国土交通省）
「規制・制度改革に係る方針」等を踏まえ、契約締結前の行為規制に係る部分については、宅

地建物取引業法施行規則（昭和３２年建設省令第１２号）を平成２３年８月３１日付けで改正（平
成２３年１０月１日施行）し、宅地建物取引業者等の勧誘行為について以下のとおり禁止行為を
明確化した。
①勧誘に先だって宅地建物取引業者の商号又は名称、勧誘を行う者の氏名、勧誘をする目的
である旨を告げずに、勧誘を行うことを禁止
②相手方が契約を締結しない旨の意思（勧誘を引き続き受けることを希望しない旨の意思を含
む。）を表示したにもかかわらず、勧誘を継続することを禁止
③迷惑を覚えさせるような時間の電話又は訪問による勧誘を禁止

また、平成２３年９月１６日付けで、関係機関に対して、当該施行規則の具体的な運用に当たっ
て留意すべき事項等として、「「宅地建物取引業法施行規則の一部を改正する命令」の運用につ
いて」を通知した。

このほか、平成２３年９月以降、宅地建物取引業者向けに本施行規則の改正に係る説明会を
開催したほか、平成２３年１０月２０日付け地方消費生活相談員向けの広報誌に本改正の概要を
掲載し、周知を行った。

なお、消費生活センター等に寄せられたマンション勧誘に関する相談件数については、平成２
３年１０月は２３９件寄せられているが前年度と比較すると35.1%減尐している。

契約締結後の消費者保護規定に係る部分については、平成２３年度中に結論を得るため、宅
地建物取引の実態を把握するための調査を実施中である。

【実施による効果】
消費生活センター等に寄せられたマンション勧誘に関する相談件数（ＰＩＯ－ＮＥＴ登録件数（平

成２２年、平成２３年ともに１２月１２日までに登録されたもの））
 ９ 月   １０月

平成２２年  ４６３  件 ３６８  件
平成２３年  ３７５  件 ２３９  件
対前年度比  ▲19.0％   ▲35.1％

①

食品添加物の指定手続の簡素化・迅
速化

56 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。



番号 規制・制度改革事項 規制・制度改革の概要 実施時期

実施状況
進んだ取組・
残された課題

規制・制度改革に係る方針（平成23年４月８日 閣議決定）における決定内容
所管省庁

貴金属等の買取業者による自宅への強引な訪問買取りから消費者を保護する
ため、被害実態を早急に把握の上、消費者への注意喚起等現行制度上可能な
措置を講じる。

平成23年度中できる
限り早期に措置

（消費者庁）
平成23年6月に、消費者事故等が疑われる事案に関係する事業者24社に対して、消費者安全法
第14条第1項に基づき、業務や取引の内容等に関する資料の提供を要求したところ、不実告知
を誘引する可能性のあるマニュアルの記述、消費者への交付書面における「キャンセル不可」の
記述等がいくつかの事業者に認められた。このため、平成23年9月7日に、これらに対しての留意
点を公表し、貴金属等の訪問買取を行う事業者に対し適切な対応を促している。

（警察庁）
警察庁においては、平成23年6月、悪質な訪問買取業者に対する厳正な対応と被害者となりや
すい高齢者等への広報啓発について都道府県警察に対し指示を行った。また、各都道府県警
察では、古物商の許可を取得して訪問買取を行っている業者に対し、各種機会を利用して、法
令遵守の徹底を指導している。

その一方で、貴金属等の買取業者による自宅への強引な訪問買取りから消費
者を保護するための法的措置について被害実態の正確な把握に努めつつ検討
し、結論を得る。

平成23年度中に検
討・結論

（消費者庁、経済産業省）
学者、弁護士、消費者団体、関係省庁で構成される「貴金属等の訪問買取りに関する研究会」を
7月から11月までに計5回開催し、貴金属等の訪問買取りに関するトラブルの実態を把握・分析
するとともに、当該トラブル解決のための規制のあり方について検討してきた。特定商取引法の
改正によって、勧誘方法の適正化等についての法的措置を講じることになる。

②

貴金属等の買取業者による自宅への
強引な訪問買取りに対する規制強化

消費者庁、経
済産業省、警
察庁

57 ※「実施状況」・「進んだ取組・残された課題」の内容は、原則として平成23年11月30日時点のものである。


